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第一章
　
はじめに
　
行政訴訟の訴訟要件として、 「処分性」――行政事件訴訟法［以下「行訴法」 ］三条二項「行政庁の処分その他公
権力の行使に当たる行為」 ）――という要件がある。この処分性とは、 「行政活動」に関する抗告訴訟＇対象適格性＇を問う《訴訟要件》のことであ
（
１）
る。伝統的に裁判所は、この処分性の有無について、行政活動のうち、 「直接国民
の権利義務を形成しまたはその範囲を確定することが法律上認められているもの」
（最判昭和三九年一〇月二九日：
民集一八巻八号一八〇九頁：以下「三九年最判」 ）
であるか否か、すなわち行政法総論で言うところの「行政行為
（行
政処分）
」に当たるか否かを念頭において判断してきた
（以下「処分性公
（
2）
式」 ）
。
　
しかしながら、平成一六年 訴法改正前後から、最高裁は、 「処分性」を拡大的に解釈し、伝統的に行政行為と
はみなされてこなかった行政活動に関してまでも、処分性を広く認めるようになってき
（以下「処分性拡大
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《論
　　
説》
処分性拡大判例の系譜
――
土地利用計画関係の判例を中心に
髙
　
木
　　
英
　
行
判
（
3）
例」 ）
。こういった判例動
（
4）
向
に対しては、裁判所が従来からの処分性をめぐる硬直的な解釈態度を改め、 「抗告訴
訟」を通じた市民の救済ニーズに柔軟に応えるものとして、積極的に評価する学説がある。もっとも他方で、裁判所は無理に処分性を拡大するのではなく、むしろ平成一六年行訴法改正 よって強調された、 「当事者訴訟」
（行訴
法四条）
を通じた救済を活用すべきとして、消極的に評価する学説も根強い。
　
ところで、筆者はこれまで、処分性拡大判例に関して、その「判例法理」を解明するとともに、その判例法理の
もつ、 「行政法総論」に関わる理論的含意を探るという問題意識に立って、一連の研究をし きた。具体的には、処分性拡大判例に関して、各判例の“解釈手法”がいかなるものであって、かつ そ 解釈手法の背景には「行政行為」をめぐるどのような“認識枠組み”があるのかと った点 関心を抱いて、研究を続けてき
（
5）
た。
　
なぜこのような研究を続けてきたかというと そもそも処分性拡大判例をめぐって賛否両論 たたかわせる以前
の問題として、一連の処分性拡大判例が「解釈手法」としてどのよう かたち 「整合的」に理解することがでるの
（
6）
か、学説ではいまだ十分に議論が尽くされていないのではないかと考えたからであ
（
7）
る。もちろんこの点につい
ては、不服のある 政活動に関して、行政訴 を提起しようとす 市民 「予測可能性」の保障 いう観点からしても、学説上解明が求められている解釈学的問題であるはずであ
（
8）
る。とりわけ、処分性のある行政活動
（＝行政行
為）
は、取消訴訟の「排他的管轄」
（行訴法三条二項）
や「出訴期間」
（同法一四条）
に服する――行政法総論で言い
換えると「公定力」や「不可争力」の問題――とされていることからしても、そ 予測可能性の欠如が市民へ もたらす現実的な不利益
（裁判救済の拒絶）
は、看過できないものがあろ
（
9）
う。
　
さらに筆者は、処分性拡大判例を通じても、最高裁は伝統的な「処分性公式」そのものについては放棄 おら
ず、むしろその公式の範囲内で――すなわち係争行為を行政行為と認めた上で――処分性を肯定して るのではな
処分性拡大判例の系譜〔髙木　英行〕
26
いかとの仮説に立ってい
（
１0）
る。そしてこの仮説に立つとすると、処分性拡大判例をめぐっては、 「行政行為」なるも
のを にして認識するのかという、行政法総論に関わる理論的問題が出てくるように思われる。しかし学説では、処分性拡大判例について、あくまでも行政救済法に関わる例外的な解釈問題として論ずるにとどまる議論がほとんど
（
１１）
で、少なくとも行政法総論の「認識枠組み」の変更を迫りうる問題として検討しようとする議論は――管見
の限りで あるが――見受けられない
（
１2）。他の学問分野では、しばしば、従来の理論では説明できない事態が生じた
ときに、その事態をも包摂して説明しう 新たな理論を構築しようとする試みが出てくる。処分性拡大判例が蓄積してきた現在、行政法学においてもこの種の試みが必要となってきているのではないだろうか　
以上の問題意識から、筆者はこれまで処分性拡大判例研究を続けてきたのであるが、本稿では、従前の研究を踏
まえつつも、今度は眼を「過去」 転じ 、処分性拡大判例の〈系譜〉をたどる いう趣旨の研究をおこなうこととしたい。すなわち、一連の処分性拡大判例が出される以前においても すでに処分性を肯定する判例
（以下「処
分性肯定判例」 ）
があったところである。本稿では、これら処分性肯定判例のなかにある、処分性拡大判例の「萌
芽」を確認することを目的 した考察をする。そしてこ 考察を通じ 、処分性拡大判例がどの程度まで、判例法上「根付いた」現象であるのかを確認し 今後の をめぐる判例動向を予測するに当たっ の一助とすることとしたい。　
もっとも、一口に処分性肯定判例といっても、下級審裁判例を含めて数多く存在する。筆者の能力や紙幅の都合
からして、これらの判例を網羅的に、かつ 本稿 みでもって十 に検討 尽くせるも ではない。それゆえ本稿では、考察対象を限定して、 「土地利用計画」をめぐって処分性が肯定された 次 三つの「最高裁判決」 採り上げることとする。すなわち、 「土地区画整理組合設立 可」 処分性 肯定 た最 昭和六〇年一二月一七日
（民
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集三九巻八号一八二一頁、 「六〇年最判」 ）
、 「市町村営土地改良事業施行認可」の処分性を肯定した最判昭和六一年二
月一三日
（民集四〇巻一号一頁、 「六一年最判」 ）
、 「第二種市街地再開発事業計画決定」の処分性を肯定した最判平成
四年一 月二六日
（民集四六巻八号二六五八頁、 「四年最判」 ）
の三判決
（以下併せて「三最判」 ）
である。
　
三最判を選んだ理由は、従来から学説上、これらの判例のなかに処分性拡大判例の「兆候」が見られるとの指摘
（
１3）
や、これらの判例をもって処分性拡大判例の「先駆的 断
（
１4）
例」と評価する指摘があるところによる。もっともこれ
らの指摘では、具体的にどのような点が兆候であり であると言えるのかに関して、十分な議論が尽くされているとは思われない。それゆえ本稿を通じて、あらためて三最判について、処分性拡大判例との比較のもと、掘り下げて考察していく意義があるように思われる。また別の理由として、三最判については、処分性拡大判例に比較的に「近い」時期 処分性肯定判例である で、処分性拡大判例の萌芽を確認しやすい で ないか いった見通しもある。さらに、三最判いず も、 「行政計画
（土地利用計
（
１5）
画）
」をめぐって処分性が争われているところから、相
互の判決内容につき比較分析をする作業が相対的に容易であり、そ 結果 処分性肯定判例としての特徴を引き出しやすいのではないかと った見込みもある。　
以上、かなり便宜的な理由から、本稿では「三最判」を選ぶわけであるが、この対象選択 限界については、本
稿を締めくくる際に らため 確認することとして さし たり本稿 三最判を分析する視角を提示しておこう。本稿では、まずもって三最判相互間の判例法上の論理的な位置づけ、ないしは 相互関係がいかなるものであかという視角
（①）
を中心に分析していく。というのも、処分性を肯定する三最判の議論はそれぞれ異なってお
り、その論理的差異を「比較」を通じて浮き彫りにする作業が 処分性拡大判例の「萌芽」の確認と う所期の考察目的を達成するために役立ちうると思われるからであ 。
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とはいえ、三最判の相互関係を確認するのみでは、これらの判例を理解するのに十分ではない。なぜなら、三最
判に先立っては、 「土地区画整理事業計画決定」の処分性を《否定》した、いわゆる「青写真」判決
（最判昭和四一
年二月二三日：民集二〇巻二号二七一頁、 「四一年最
（
１6）
判」 ）
がある。また三最判の後には、四一年最判を明示的に判例
変更し、同決定の処分性を《肯定》した最高裁判決
（最判平成二〇年九月一〇日：民集六二巻八号二〇二九頁、 「二〇
年最
（
１7）
判」 ）
がある。それゆえに、三最判の判例法上の意義を理解するに当たっては、少なくともこれら前後の判例
との関連性についても視野に入れた上で、研究していかなければならないだろう。そこで本稿では、三最判につき、四一 判から 〇年最判へと到る、 「土地利用計画」をめぐる処分性判例のなかでの位置づけという分析視角
（②）
をも適宜組み入れて検討していくこととしたい。さらに、処分性拡大判例の萌芽の確認という本稿の考察
目的からすれば、 「行政計画」をめぐる三最判が、行政計 以外の行為形式をめぐって処分性が争点となった「処分性拡大判例一般」との関係で、どのように位置づけられうるのか
（③）
という分析視角をも適宜織り交ぜていく
必要がある。　
以上のことから、本稿では、三最判について、①の視角
（いわば内在的な視角）
を中心に据えつつ、②③の視角
（いわば外在的な視角）
をも適宜踏まえて分析していくということになる。なお本稿では、これら三つの視角から三
最判を分析するに当たり、従来からの筆者の処分性拡大判例研究を踏まえて、三最判の“解釈手法”と、その解釈手法を支える“認識枠組み”がいかなるものかという、 「二段構え」の分析方法を用いることとする。というのも、この分析方法を用いることによって、処分性拡大 例をめぐる従前の筆者の考察内容と、処分性肯定判例をめぐる本稿の考察内容との＇接続＇が可能となり そ 結果として 処分性肯定判例と処分性拡大 例 の間にあ異同を、効率よく浮き彫りに こと できるようになると思われるからである。
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以下本稿の具体的な構成であるが、第二章では三最判の概要を紹介した上で、それぞれの最判の解釈の筋道を考
察する。ついで第三章では、三最判をめぐる学説の議論を手掛かりに、それぞれの解釈手法の特徴を解明するとともに、その解釈手法の背景にある認識枠組みにまで考察を展開していく。そして第三章では、これらの解釈手法・認識枠組みを踏まえながら、三最判につき、上掲①②③の分析視角を踏まえた考察をしていく。さいごに第四章では、以上の考 結果を整理するとともに 今後の研究課題を述べる。
第二章
　
解釈の筋道
　
本章では三最判の事実の概要と判旨を整理する
（
１8）。それとともに、各判決の解釈の筋道をたどることを通じて、次
章以下の考察に当たっての手掛かりとなるポイントを浮かび上がらせる。
第一節
　
六〇年最判
　
被上告人大阪市長
（被告、被控訴人）
は、土地区画整理組合
（以下「組
（
１9）
合」 ）
の設立を認可
（以下「設立認可」 ）
し
た（
20）。上告人
（原告、控訴人）
は、この「組合施行」の土地区画整理事業
（以下「区画整
（
2１）
理」 ）
の施行地区内の宅地所
有者であって、設立認可の結果、組合員とされた者である。上告人は、組合設立が土地区画整理法
（以下「整理法」 ）
に違反して無効だから
（
22）、それを前提とする設立認可も無効であると主張し、その無効確認訴訟等を提起した
（
23）。一、
二審判決とも、四一年最判の判断枠組みを踏襲し、設立認可の処分性 認めなかったが
（
24）、上告を受けた最高裁はそ
の処分性を認めた
（ただし請求は認めず上告棄却）
。以下判旨。
　
⑴設立認可は、単に組合の事業計画を確定させる
（整理法二〇条、二一条三項）
だけでなく、施行地区内の宅地所
処分性拡大判例の系譜〔髙木　英行〕
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有者等をすべて強制的にその組合員とする公法上の法人たる組合を成立せしめ
（同法二一条四項、二二条、二五条一
項）
、これに区画整理の施行権限を付与する効力をもつものだから
（同法三条二項、一四条二項）
、処分性を有する。
　
⑵設立認可により組合が成立すると、組合の業務は組合役員たる理事により執行され
（同法二八条）
、また重要事
項に関しては総会による議決を必要とするところ
（同法三一条）
、組合員は、組合役員及び総代の選挙権、被選挙権
及びその解任請求権
（同法二七条三項、七項、三七条一項、四項）
、総会及びその部会の招集請求権
（同法三二条三項、
三五条三項）
、総会及びその部会における議決権
（同法三四条一項、三五条三項）
、組合の事業又は会計の状況の検査
請求権
（同法一二五条二項）
、総会、その部会及び総代会における議決等の取消請求権
（同条八項）
等の権利を有す
るとともに、組合の事業経費の分担義務を負う
（同法四〇条）
。このことから、組合設立に伴い、法律上当然に右の
ような組合員たる地位を取得せしめられることになる宅地所有者等は、設立認可の効力を争うにつき「法律上の利益」を有する。そして上告人は、みずか に対す 換地処分等を否定しよう している者であるから、設立認可無効確認訴訟につき原告適格を有する。　
⑶四一年最判は、事業計画を確定させるにとどまる事案であって、そうではない本件とは事案を異にす 。
　
解釈の筋道をたどろう。⑴は、 「設立認可」が、それによって宅地所有者等を強制的にその組合員とする組合を
成立させ、当該組合に対し区画整理の施行権限を付与する効力をもつゆえ 、 性があ する
（
25）。また⑵は、設
立認可の効果が組合員に対して及ぼ 影響を論じ、上告人につき無効確認訴訟の原告適格 肯 する
（
26）。ここで注目
すべきは⑴と⑵の関係である。判決理由からすると ⑴ もって処分性 裏付け 論が終わっている にも読め、⑵はあくまでも原告適格を裏付ける議論にすぎないように読める。 し⑵は、処分性 裏付けるための追加
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的な論拠としても読める可能性がある
（
27）。したがって、⑴と⑵を論理的にどのように理解するかは、本判決の解釈手
法の特徴を探る観点からも重要なポイントとなるのではないかと思われる。
第二節
　
六一年最判
　
訴外八鹿町は、町営の土地改良事業
（以下「改良事業」 ）
を計画し、土地改良法
（以下「土改法」 ）
に基づいて、被
上告人兵庫県知事
（被告、被控訴人）
に対し、同計画に係る施行認可の申請をし
た（
28）。被上告人は申請を適当とする
旨を決定し公告した。対象地区の土地所有者であ 上告人
（原告、控訴人）
は、この決定につき、土改法に基づく
異議の申出を た。被上告人は申出 棄却する決
定（
29）をした後、事業の施行を認可し
（以下「施行認可」 ）
公告した。
上告人は、事業の違法を主張し、施行認可取消訴訟等を提起した。一、 二審判決とも、四一年最判の判断枠組みを踏襲し、施行認可の処分性 認めなかった。上告を受けた最高裁はその処分性を認めた
（
30）。以下判旨。
　
⑴土改法は、国営又は都道府県営
（以下「国県営」 ）
改良事業の事業計画決定
（以下「計画決定」 ）
につき、事業計
画書縦覧期間満了日の翌日から起算して一五日以内の異議申立 期間を定めるとともに、その申立てに対し農林水産大臣または都道府県知事は、同縦覧期間満了後六〇日以内に決定を出さねばならないとする
（土改法八七条六項、
七項）
。さらに計画決定に不服がある者は、この異議申立てについての決定に関してのみ、取消訴訟を提起しうる
との規定もある
（同法八七条一〇項）
。
　
⑵計画決定があると事業施行が決定され公告される
（同法八七条五項）
、公告後では土地の形質変更等があっても
損失補償が不要となる
（同法一二二条二項）
、事業計画が異議申立手続を経て確定したときは工事着手の運びとなる
（同法八七条八項）
ことに照らせば、計画決定は行政処分としての性格を有する。⑴の異議申立てに係る規定は、計
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画決定が行政処分であり、行政不服審査法
（以下「行審法」 ）
の対象となることを前提に、同法の特則を定めるもの
である。また同じく取消訴訟に係る規定も、計画決定が行政処分であり、取消訴訟の対象となることを前提に、行訴法一〇条二項でいう裁決主義を採用するものである。　
⑶改良事業は、 「国県営」か「市町村営」かによって、特別その性格を異にしない。市町村営事業において、国
県営事業における「計画決定」に対応するのは、市町村の申請に基づき都道府県知事が行う「施行認可」である。というのも、施行認可があると事業施行が認可・公告され
（同法九六条の二第七項）
、公告後では土地の形質変更等
があっても損失補償が不要となり
（同法一二二条二項）
、さらに施行認可があったときは工事着手の運びとなるから
である。よって「計画決定」と 施行認可 とは、一連の改良事業手続の中で占める位置・役割を同じくするから、施行認可も計画決定同様、行政処分としての性格を有する。それゆえ につき争訟規定を置 土改法は、施行認可の処分性をも認めるものである。　
⑷ただし土改法上、施行認可については、計画決定とは異なり、明示の争訟規定が設けられていない。これは立
法政策上、施行認可の先行手続として 認可申請を適当 する旨の知事の決定について 利害関係人の異議の申出を認める一方 については重ね 行審 によ 不服申立てをなしえないとした結果 施行認可 関する取消訴訟については裁決主義を採用する余地がなくなった いう趣旨であって、施行認可の処分性を否定する趣旨ではない。　
⑸四一年最判は、整理法に基づく計画決定に関するもので、本件とは事案を異にする。
　
解釈の筋道をたどると、⑴は土改法上、 「国県営」の改良事業に関する計画決定について、異議申立てであれ取
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消訴訟であれ、争訟を認める一連の規定
（以下「争訟規定」 ）
があることを指摘す
る（
3１）。ついで⑵は、計画決定がされ
かつ異議申立ても退けられると、工事が実施されてしまうことなどを理由に、 「計画決定」の処分性を肯定し、⑴の争訟規定の趣旨もこの点にあ する。さらに⑶は、⑴⑵で述べてきた「国県営」であれ、あるいは、本件事案で問題となった「市町村営」であ 、いずれの改良事業もその性格・手続が同じことを指摘す
る（
32）。そして、 「国県
営」事業における「計画決定」と、 「市町村営」事業における「施行認可」とでは、改良事業をめぐる一連の手続の中で占める位置・役割が同じことを指摘す 。そ ゆえ 、 「計画決定」に処分性が肯定される以上は、 「施行認可」にも処分性が肯定されるべきと結論づ る。⑷は 施行認可 関し 明示の争訟規定がないことをもって 施行認 の処分性を否定しえ いとする議論である。　
ここで注目すべきは、全体の議論の流れである。すなわち、まずは⑴⑵で国営事業における「計画決定」の処分
性を肯定し
A、つぎに⑶でこの「計画決定」と市町村営事業における「施行認可」とを同一視し、最終的に「施行
認可」の処分性を肯定する
Bという流れである。六一年最判の解釈手法の特徴を理解するに当たっては、全体の流
れのなかで、
A
Bそれぞれがもつ論理的な意義を解明することが必要となってこよう。また判決理由中、附随的と
も読める⑷が、
A
Bとの関連でどのような意義をもつのかについても確認しなければならない
C。
第三節
　
四年最判
　
上告人
（被告、被控訴人）
大阪市は、都市再開発法
（以下「都開
法（
33）」 ）
に基づき、第二種市街地再開発事業
（以下
「二種事
（
34）
業」 ）
計画を決定し
（以下「計画決定」 ）
公告した。施行地区内の土地所有者らである被上告人
（原告、控訴人）
は、計画決定の違法を主張し、取消訴訟を提起した
（
35）。一審判決が、四一年最判の論理を踏襲して、計画決定の処分
処分性拡大判例の系譜〔髙木　英行〕
34
性を認めなかったのに対し、二審判決
（大阪地判昭和六一年三月二六日：行集三七巻三号四九九頁）
は、その処分性を
認めた
（
36）。ここでその理由を整理しておこう。
　
二審判決は、まず一般論として、処分性のある行政活動につき、特定の私人に対する即時最終的な権利変動の形
成を内容とする場合のほ にも、具体的な効果があり、かつ、救済する事件としての成熟性がある場合にも認められうるとして、処分性を柔軟に解釈すべきことを主張する
（
37）。その上で、本件事案につき、都開法上の計画決定は土
地収用法
（以下「収用法」 ）
上の事業認定の場合と同様、その効果として土地所有権等の消滅が成就することがほぼ
確実であるから、具体的な効果――この「効果は私権の即時消滅という最終的変動ではないが、いわば収用裁決を条件事 とす 停止条件
（付款）
の設定に似た法律効果の発生であるというべ」きであるという――があると言え
るとする。　
また二審判決は、仮に「権利取得裁
（
38）
決」といった後続行政処分段階で、はじめて計画決定の違法を争わせること
にすると、計画決定の違法を争わない土地所有者等 地域をめぐって、明渡しや取 毀し工事が大部分完了してしまうという事態が生じるこ となるという。そしてこの事態が生じてしまう 、たとえ取消訴訟を通じて計画決定の違法が認められ 場合であっても、 「事情判決」
（行訴法三一条）
による決着がなされ、その結果、違法を主張す
る土地所有者等の泣き寝入りを招い しま おそれがあるという
（
39）。したがってこういった人権保障の欠如を踏まえ
るなら、計画決定段階で争わせる事件としての成熟性もあるとする
（
40）。上告を受けた最高裁も計画決定 処分性を認
めた。以下判旨。　
⑴都開法
（五一条一項、五四条一項）
は、市町村施行の二種事業の場合、設計の概要につき都道府県知事の認可を
受けて事業計画を決定し、これを公告せねばならな 。そして二種事業については、収用法三条各号の一に
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規定する事業に該当するものとみなし、同法の規定を適用するものとし
（都開法六条一項、都市計画法（以下「都計
法」 ）六九条）
、設計の概要の認可をもって、収用法二〇条による事業認定に代えるとともに、計画決定の公告を
もって、同法二六条一項による事業認定の告示とみなすものとする
（都開法六条四項、同法施行令一条の六、都計法
七〇条一項）
。
　
⑵したがって計画決定は、その公告日から、収用法上の事業認定と同一の法律効果を生ずるので
（収用法二六条
四項）
、市町村はその公告により、同法に基づく収用権限を取得するとともに、その結果として、施行地区内の土
地所有者等は、特段の事情のない限り、自己の所有地等につき収用されるべき地位に立たされることとなる。　
⑶しかもこの場合、施行地区内の宅地所有者等は、契約又は収用により施行者
（市町村）
に取得される宅地等に
つき、公告日から起算して三〇日以内に、その対償の払渡しを受けること するか又はこれ 代えて建築施設部分の譲受け希望の申出をするかの選択を余儀 くされる
（都開法一一八条の二第一項一
（
4１）
号）
。
　
⑷そうであるとすると、計画決定は、施行地区内の土地所有者等の法的地位に直接的な影響を及ぼすものであっ
て、処分性を有する。　
⑸四一年最判は本件と事案を異にする。
　
解釈の筋道をたどろう。まず⑴は、都開法上、二種事業に対しては収用法が適用されることから、都開法上の
「計画決定」と収用法上の「事業認定」とを同一視す
る（
42）。ついで⑵は、この同一視を根拠として、同一の法律効果
が生じるとする。いわば どちらの行為形式であれ、それがなされること よって 市町村を て「収用権限」を取得せしめ こととなり、また土地所有者等に対して、所有地等を「収用されるべき地位」 立たせる効果を生じ
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せしめることとなるというのである。さらに⑶は、計画決定によって、宅地所有者等が、 「対償の払渡し」か「建築施設部分の譲受け」かの“選択を迫られる地位”に置かれることになるとする。以上のことから、⑷は、計画決定には土地所有者等に対す 法的効果が って、処分性が肯定される する。　
ここで注目すべきは、やはり全体の議論の流れである。すなわち、まず⑴⑵では「計画決定」と「事業認定」と
が同一視されて「収用権限」が導出され
A、ついで⑵ではこの権限を媒介にして「収用されるべき地位」が導き出
される
B。この点似たような解釈の筋道が六一年最判でも採られているところであり、またそれゆえにこそ、四年
最判でも、全体の流 のなかで、
A
Bそれぞれがどのような意義をもち、また両者を媒介する論理がいかなるもの
であるのかを理解することが重要なポイント ろう。さらに⑶⑷では、 「収用されるべき地位」とならんで、残留転出の“選択 迫られ 地位”を論拠に処分性が肯定されている
Cところ、これら両地位論が互いにどのような
関係にある かについても問われなければ らないだろう。
第四節
　
小括
　
以上、三最判を整理紹介した上で、それぞれの解釈の筋道をたどり、次章での考察に当たっての手掛かりとなる
ポイントをいくつか挙げてきた。これらのポイント 関しては 次章でさらに詳しく検討していくこととして、ここでは三最判の共通点として、 「四一年最判との関連性」に関しても留意しておきた 。すなわち三最判が、いずれも四一年最判を堅持し つも、しかしそれとは「事案が異 る」という論理 もって、処分性 肯定している点である
（
43）。それゆえに、三最判がどのような解釈手法を通じて、四一年最判とは異なった議論をしているのかという
点について 、あらためて検討せねばならないだろう。
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また、そもそも三最判は、三九年最判の「処分性公式」の枠内で処分性を肯定している点でも共通している。言
い換えれば、土地区画整理法の「設立認可」であれ、土地改良法の「施行認可」であれ、都市再開発法の「計画決定」であれ、いずれの行為形式に関しても、 「行政行為」――「直接国民の権利義務を形成しまたはその範囲を確定することが法律上認められているも 」――と認められた上で、処分性が肯定されているのである
（
44）。もっとも三
最判では、処分性公式への当てはめに至る、あるいは、行政行為と認められるに至る論証過程が異なるのであって、この点の意義についても解明せねばならない。そのためには、これら三最判がどのような＇解釈手法＇を採用しているのかという観点からのみならず、これら三最判がいかなる＇認識枠組み＇のもと、係争行為 「行政行為」と認めたのかという観点からも検討を進 いく必要がある。
第三章
　
認識枠組み
　
本章では、三最判それぞれの解釈手法としての特徴を分析するとともに、それらの解釈手法の背景にある認識枠
組みについても考察していく。なおこれらの検討に当たっては、三最判をめぐる従来の学説の議論を踏まえるともに、第一章でも指摘した三つ 分析視角、すなわち①三最判間 相互分析、②四一年最判か 二〇年最判へという流れのなかへの三最判の位置づけ、③三最判と処分性拡大判例との関連性 配慮す こと したい。
第一節
　
六〇年最判
　
まず原田尚彦
（
45）氏は、 《組合施行》事業における「設立認可」が、 《行政庁・公共団体施行》事業における「計画決
定」と、ほぼ同次元にある手続であることを踏まえ つ
（
46）、四一年最判の論理に従うなら、六〇年最判の事案でも、
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仮換地指定や換地処分等の具体的な行政処分段階で争えばよいということで
（
47）、設立認可を争うのは時期尚早とみる
のが自然な解釈ではなかったかとい
う（
48）。実際にも、一、 二審判決ではこの「自然な」解釈が採られたわけだが、そ
れにもかかわらず、最高裁で設立認可の処分性が認められた論拠につ て、原田氏は次のように論ずる。六〇年最判は、四一年最判を正面から否定する論拠、す わち設立認可段階で紛争が成熟しており、その段階で訴訟を通じて争わせるべきという論拠を採ったのではなく むしろ設立認可によって強制的に組合員 され、組合費負担をはじめとする様々な権利義務 負わされるという意味での法的地位の変動が生ずると う論拠を採った と。　
つぎに石川善
則（
49）氏も、設立認可が計画決定とほぼ同じ手続段階であるのに、その処分性が肯定された理由とし
て、設立認可の場合 権限をもった「施行主体」が成 するとともに、権利とされつつも――その行使を怠るこにより生ずる不利益の甘受を余儀なくされるという意味 ――義務の側面をも持つ、組合員たる「法的地位」が強制的に生じてしまうことに着目する。そしてこれらのこ から、設立認可 より個人の具体的な権利義務が変動していると結論づけ
（
50）。もっとも、設立認可によって特定の組合員に不利益が生じるとしても、それが具体化され
るのは仮換地指定や換地処分等 段階であるから、こ ら後続行政 段階で争えばよいと 指摘もあるが、石川氏は、組合員の諸権利を定め ことにより組合員 地位を保護しよ とした整理法 趣旨 沿わないとして反論する。　
以上の原田・石川両氏の議論、さらには前章で指摘したポイントを踏まえながら、六〇年最判の解釈手法の特徴
を検討していこう。思うに、判決理由⑵は原告適格 一環としてのみ議 して るようにも読めるが
（
5１）、やはり間接
的にではあれ、処分性にも関わる 示部分とも理解すべきで ないだろうか
（
52）。というのも、強制的にその組合員と
させられてしまうとはい
え（
53）施行主体たる組合の成立のみをもって、また設立認可の法的性質が形成的な「設権処
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分」と言えるとはい
え（
54）施行権限の付与のみをもって――さらにはこれら組合の設立及び権限の付与の両者のみを
もって――宅地所有者等の法的地位の変動を裏付けるという議論は、あまりにも一般的・抽象的な権利義務の変動要素に着目して処分性を肯定してしまっているように思われるからである。それゆえ、本判決が四一年最判や三九年最判を変更していないこ を踏まえると、組合役員選挙権や組合経費分担義務等の個別具体 な権利義務の変動が生じることをも、文脈上黙示的・先取り に踏まえた上で、宅地所有者等に係 法的地位の変動を認めているものとみるのが妥当であると思う。　
さらに、以上を踏まえた上で、六〇年最判があくまでも「設立認可」という一つの行為形式に着目して、かつ、
その根拠となった法律規定 素材 し がら、法的地位の変動、すなわち行政行為としての法的効果を認めようとする解釈手法を採用していることにも留意すべきだと考える
（
55）。というのも、理論上、本判決の事案で処分性を肯定
するとしても、後に紹介する六一年最判や四年最判の解釈手法のように、 《後続する》 政処分――例えば「仮換地指定」や「換地処分」――を待つまで なく、設立認可段階で紛争が成熟しているという論拠でもっても
（
56）、ある
いは、 《類似する》行政処分――例えば収用法上の「事業認定」――と 間 お て、紛争の形態が変換可能になっているという論拠でもって
も（
57）、その「肯定」という結論を引き出し得る余
地（
58）があったはずだからであ
る（
59）。それゆ
え、このようなかたち 他 行為との関係」 踏まえ 処分性を肯定せずに、むしろ係争行為“そのもの”の問題として処分性を肯定したという点 こそ、六〇年最判の判例法理としての意義、すなわち伝統的な「行為形式準拠主義」の認識枠組みに基づい 処分性 解釈 ようとする最高裁の姿勢 見て取るべきではなかろうか
（
60）。
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第二節
　
六一年最判
　
本節では、前章で確認した、
A争訟規定の存在等を理由に「計画決定」の処分性を肯定したこと、
B計画決定と
施行認可との類似性を理由に「施行認可」の処分性を肯定したこと、
C施行認可の処分性肯定に対する想定反論に
応答したことの三点を手掛かりとして、六一年最判の解釈手法の特徴を分析するとともに、その背景にある認識枠組みを探っていきたい。第一項
　
学説の理解
　
例えば島田清次郎氏
（
6１）は、六〇年最判が公法上の法人を設立させ、それに区画整理の施行権限を付与することを根
拠に処分性を肯定するのに対し、六一年最判が土改法八七条六項、七項及び一〇項にみられる法の規定のしかたを根拠として処分性を肯定したものと指摘する また泉德治氏
（
62）
も、六一年最判と四一年最判との事案の相違にふれる
文脈で、六一年最判ではそれら 明文規定があ こと 決め手 なっていると指摘する
（
63）。そのほか学説では、六一
年最判につき、制定法の規定に準拠して処分性を認めたことに力点を置き理解し、しかも「過度の関係条文探し
（
64）」
であれ「制定法準 主義
（
65）」であれ、批判的に論評する例が多い
（
66）。もっとも土改法八七条六項、七項及び一〇項は、
あくまでも“国県営”事業に係る「計画決定」 関する争訟規定 認めるに過ぎず、 “市町村営”事業に係る「施行認可」の争訟規定を認めるものではない
（
67）。
　
この点判決理由では、計画決定の処分性が肯定された上で、計画決定と施行認可とが改良事業の一連の手続の中
で占める位置・役割を同じくするがゆえ 、後者の処分性も肯定される して正当化している
（
68）。すなわち宮崎良夫
（
69）
氏によると、六一年最判は、土改法八七条六項 七項及び一〇項という実定法 規定上、国県営事業に係 「計画
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決定」につき処分性が承認されていることを確認した上で、その計画決定と、市町村営事業に係る「施行認可」とが同様の法的性質をもつとの論法でもって、後者の処分性を肯定したと理解しうるのである
（
70）。もっともそうは言っ
ても、一、 二審判決は、四一年最判を踏まえ 続行政処分段階で紛争が成熟することを論じていたわけ
で（
7１）、こ
の後続行政処分論に関する六一年最判のスタンスをどのように理解するかが問題となる
（
72）。
　
この点中本敏嗣
（
73）氏は、六一年最判をめぐって、次のような見方を示す。まず法的効果について、⑴賦課金
（経費）
支払義務は、別途なされる賦課処分の法的効果として発生するもので
（土改法九六条の四、 三六条一項）
、施行認可の
法的効果ではない、⑵施行認可があれば直ちに換地処分が可能となる はなく、別途の換地計画の策定認可と換地処分が必要 ある ⑶損失補償が受けられなくなる
（同法一二二条一項）
法的効果は、具体的には県知事の不許
可によって発生するのであって
（同法一二二条二項但書）
、施行認可の法的効果ではない。また権利救済について
も、施行認可の違法を主張する者は 後日手続が進められ、個人 具体的な権利義務に直接変動を与える一時利用地指定地処分
（同法五三条の三）
――整理法における「仮換地処分」に対
応（
74）――、経費の賦課処分
（法三六条）
、損
失補償に係る不許可
（同法一二二条二項但書）
といった後続行政処分がなされた段階で争える余地がある。し
たがって、施行認 段階で 取消訴訟というかたちでの権利救済の必要 はないともい 。 っとも以上の議論にもかかわらず、結論として中本氏は、土改法の規定の仕方
（同法八七条六項、七項及び一〇項）
からすれば、施行
認可が取消訴訟で争うに足りるものとして処分性が与えられてい ことは確かなこ であるとし、上記 議論 立法論にとどまる事柄 あるとする
（
75）。
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第二項
　
検討
　
以上学説が、六一年最判の理解をめぐって、全般的に実定法上の明示の争訟規定
（土改法八七条六項、七項及び
一〇項）
の存在を重視していることを明らかにしてき
た（
76）。それとともに、
A「計画決定」段階での紛争の成熟性の
議論と、
B「計画決定」と「施行認可」との類似性の議論についても重視されている。しかしここで問題は、前章
でも指摘したように、
A
Bがどのような関連性をもつのか、また
Cの想定反論をどのように理解するのかという点
であろう。いわば、六一年最判の意義を理解するに当たっては、個別部分の解釈の特徴をピックアップするのみではなく、むしろそれら解釈が全体としてどのような解釈手法によって有機的に組み合わされているのかを理解する必要がある
（
77）。そこで手はじめに、判 理由中に登場してくる各《行為形式》が、判決理由全体のなかでどのように
機能しているのかという点に着目してみたい。　
まず紛争の成熟性を問題とする
Aでは、行為形式として「計画決定」のみに注目されているように思われるが、
一、 二審判決で明確に指摘されていたように、かつ、学説のなかでも意識されているように、ここでは計画決定との対応で、 「一時利用地指定処分」等の後続行政処分の存在が念頭に置かれているものと読むべきであろう。すなわち、従来からの研究で筆者がもちいてきた用語で言えば、 「計画決定」と「一時利用地指定処
分（
78）」等との間での
「連辞関係」が踏まえられ、解釈がなされているということである
（以下「連辞的解
釈（
79）」 ）
。これに対して
Bでは、判
決理由からも明らかなように、かつ、学説が力点を置いて理解しているように、 「計画決定」と「施行認可」との間での関係が問題となっている。同じく従来からの筆者の をもちいて言うと、 「計画決定」と「施行認可」との間での「連合関係」が踏まえ れ、解釈がなされて ると うこと なる
（以下「連合的解釈」 ）
。
　
もっとも判決理由では、 「連辞的解釈」であれ「連合的解釈」であれ、行為形式間の関係のみに着目しているわ
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けではない。むしろ連辞的解釈を通じて「計画決定」の処分性を肯定するに当たっては、土改法の争訟規定について、綿密にその手続の意義が分析されている。また、連合的解釈を通じて「施行認可」の処分性を肯定するに当たっ も、 「国県営」事業と「市町村営」事業との間での、改良事業とし の手続の類似性が、関連法規定を手掛かりに論証されるとともに、この論証に対する反証の余地、施行認可につき争訟規定がないことをめぐっても、あらかじめ関連法規定に照らして反論されている
C。
　
このように六一年最判をめぐっては、 「連辞的解釈」 ・ 「連合的解釈」がなされているわけであるが、しかしそれ
らを通じて処分性を肯定する 当たっては、行政主体と関係市民と 間での《紛争》をめぐる「制度的 関係（＝仕組み）
」が問題となっているものと言えよう。すなわち、連辞的解釈による処分性肯定の背景には、一時利用
地指定処分等の段階に至るまでもなく、計画決定段階で紛争が成熟し しまっている「仕組み」
（以下「紛争の早期
成熟」 ）
が、連合的解釈による処分性肯定の背景には、施行認可
（市町村営）
をめぐる紛争形態が計画決定
（国県営）
をめぐる紛争形態へと変換しうるものとなっている「仕組み」
（以下「紛争の形態変
換（
80）」 ）
が問題となっていると言
えよう。　
もっとも、これらの「仕組み」の意義を理解するに当たっては、上に述べたように、あくまでも「法令上の定
め」から導き出された仕組みであるという点に留意せねばならない。それゆえに、この点 も踏 えると、六一年最判が「実定法」 重視して解釈しているとの学説の理解に関して 、 【土改法八七条六項、七項及び一〇項】といった処分性を認める手掛かりとなる争訟規定があるといった、個別の法規定 係る《解釈論》の問題として はなく、むしろ「紛争の早期成熟」であれ「紛争の形態変換」であれ そ を含む関 法規定 分析を通じて見いだしうる、 「手続をめぐる法令上の仕組み」を介在させながら処分性が肯定されている いう
（
8１）、 《認識論》の
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問題として把握し直される必要があるのではないか
（
82）。
第三節
　
四年最判
　
本節では、前章で確認した、
A「計画決定」と「事業認定」との同一視論から「収用権限」を導出、ついで
B
「収用権限」を媒介に「収用されるべき地位」を導出、さらに
C残留転出の“選択を迫られる地位”をも踏まえて
処分性を肯定という一連の議論の流れを手掛かりとして、四年最判の解釈手法の特徴を検討するとともに、その背景にある認識枠組みを探っていきたい。検討の便宜上、以下第一節
A
Bの議論に関して「収用されるべき地位」
として扱い、第二節で
Cの議論に関して“選択を迫られる地位”として扱いたい。
第一項
　
収用されるべき地位
一．学説の理解　
例えば荏原明則
（
83）氏は、事業認定の処分性肯定が確立しているという理由を強調する限りにおいては、土地所有者
等が「収用されるべき地位」 立たされるという理由は、前者 理由の具体化ではあるもの 、付け足しともみられうるとして、本判決での計画決定と事業認定 の同一視論 重要性に着目する。これに対し安本典夫
（
84）氏は、計画
決定段階で再開発事業を進めることが確定され、その目的のため 収用権が設定され、地区内権利者が「収用されるべき地位」におかれる点では、都開法上の「計画決 」も収用法上 「事業認定
（
85）」も基本的な相違はないとする
とともに、四年最判 個々の財産権等に対する具体的な変動 はなく、 「それを必然的に迎える 位 現におかれた」 いうことをもって処分性を肯定したこ を重視す
（
86）。
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さらに福岡右武
（
87）氏は、四一年最判の事業計画と四年最判の事業計画とでは、計画の具体性という観点からは基本
的には同程度のものとしつつも、後者の計画決定の公告には、前者のそれとは異なって、収用法上の事業認定の告示としての効果が伴う点で大きな相違があるとす
る（
88）。またこの効果は、管理処分手続の手法
（全面買収方式）
と本
質的に結びつくものであって、付随的効果ではないとして、四一年最判の射程距離外にあることを強調する
（
89）。その
上で福岡氏は、四年最判 、 「計画決定」と「事業認定」とで同一の法律効果が生ずることを理由として、 「計画決定」の処分性を肯定しているこ
と（
90）を確認する。そこで、四年最判が「事業認定」の処分性を肯定する理由である
が、福岡氏は、起業地内の土地所有者等が 特段の事情のない限り、自己の所有地等を「収用されるべき地位」に立たされることになるという、事業認定が たらす「包括的な法的地位の変動」にあるも と理解する。ただし、以上の事業認 ・計画決定同一視論には疑問 余地もあるところ
（
9１）、福岡氏は、譲受け希望の申出者に対し給付され
る建築施設部分が、法律上あくまで収用 「対償」
（都開法一一八条一一）
であって、基本的には一般の場合と同じ
土地収用手続が適用される建前が採られていること、また任意買収
（
92）といっても、土地収用手続の適用を免れないと
いう拘束の下で行なわれるものであるこ などからすれば 事業認定と計画決定とは実質的にみても共通の位置づけであると反論する。二．検討　
以上代表的な学説の論評をとり上げたが、四年最判の特徴につき、
A計画決定と事業認定とが同一視できるこ
と、またそれを受けて
B計画決定
（
≒ 事業認定）
段階で紛争が成熟していること
に（
93）求めているものといえよう。た
だし学説では、
A
B両者の含意が深められていないように思われるほか、両者が互いに論理的にどのような関係に
あるのかが明確に把握されているとは言えないように思われる。そこ 以下で 、あら めて
A
B両議論を整理し
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た上で、解釈手法・認識枠組みという分析方法に基づいて検討していこう。　
まずは判決理由中の「収用権限」取得をめぐる議論に着目しよう。もともとこの議論は六〇年最判でも処分性肯
定に当たっての根拠となっていたが、四年最判ではこの議論が
A
Bの両議論の媒介的役割を果たしている。すなわ
ち、 「事業認定」と「計画決定」とが同一視され、収用権限が認められるとともに、この収用権限取得の結果として、土地所有者が「収用されるべき地位」に立たされるという論理である。ここで注意せねばならないのは、 「収用権限」取得前後で議論が二つに分かれることである。　
一方で、 「事業認定」と「計画決定」という二つの行為形式に着目して、両行為形式をめぐる紛争形態が実定法
令に照らして等しいものとされる議論があ 。この点に関しては、判決理由から明らかであろう。他方で、
（事業
認定と等しい）
計画決定による収用権限取得がなされると、 「収用裁決
（とくに権利取得裁
決（
94））」段階を待つまでもな
く「計画決定」段階で、紛争が成熟してしまうという議論がある。もっ も、 「収用裁決」と う行為形式 ついて、判決理由が明示的に指摘 ているわけではない。ただし二審判決 は、計画決定の効果につき、 「効果は私権の即時消滅という最終的変動 はな 、いわば収用裁決を条件事実とする停止条件
（付款）
の設定に似た法律効
果の発生である べく と 明示的に指摘 ていたこと、また同じく二審判決では 権利取得裁決」を引き合いに出し 紛争の成熟性を議論 いることから も、計画決定後に収用裁決
（権利取得裁決）
が後続する
ことにつ ては
（
95）、四年最判も「収用権限」取得への言及するなかで、暗黙のうちに当然のこととして踏まえていた
であろう。　
そしてそうであるならば、ここで四年最判は、計画決定
（
≒ 事業認定）
と収用裁決とに着目して、後者を待つま
でもなく、前者の段階で紛争が成熟してしまっているという議論をしていることになる。も ともこの成熟論は
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学説の「収用されるべき地位」論への着目にみられるように、実定法令の直接の効果としてよりは、むしろ二種事業の実際 プロセスから生じる「事実的効果」の承認を媒介として、 「 的効果」を認定したと言えるのではないか（
96）。この点からすると、四年最判については、争訟規定を中心とした実定法令の仕組みに照らし、紛争の早期成熟
を正当化していた六一年最判と異なるとともに、本文後 指摘す 、行政過程の仕組み
（構造）
に照らして紛争の
早期成熟を正当化し 二〇 の共通性を見いだしうるように思われる
（
97）。
　
ここであらためて、六一年最判 の比較のもとで、四年最判の議論 整理しよう。四年最判は、 「収用されるべ
き地位」論へ至るに当たって、 のように、 「連合的解釈」――「計画決定」と「事業認定」――の解釈手法を採用するととも 、そ 認識枠組みとして、二種事業と収用事業と 間での「紛争の形態変換」という「手続をめぐる法令上の仕組み」に立脚す
る（
98）。また四年最判は、六一年最判のように、 「連辞的解釈」――「計画決定
（
≒ 事業認定）
」と「収用裁決」――の解釈手法を採用するとともに、その認識枠組みとして、収用裁決を待つまで
もなく、計画決定段階で紛争が早期 成熟し しまっている い 「紛争の早期成熟 立脚 。もっ も六一年最判は、この「紛争の早期成熟」の仕組みを「法令上の仕組み」として認めるのに対し、四年最判はその仕組みを二〇年最判のように、 「行政過程の構造」として認める。第二項
　
選択を迫られる地位
一．学説の理解　
例えば安本氏
（
99）によると、四年最判は、二種事業が実施されてしまうと、対償を得て地区外に転出せざるをえない
者が、事業実施そ ものの違法を主張する法的な場が、事業計画を争う訴えを認める以外にはないという問題を正
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面からとらえて、これをもって「法的地位に直接影響を及ぼす」ものとして、処分性を肯定したと理解する
（
100）。また
福岡
氏（
101）も、四一年最判の計画決定
（区画整理）
に関しては、公告された段階であっても、換地処分がされるまで
は、土地所有者等にどのような影響があるのか分からない面がある
（現地換地の可能性）
のに対し、四年最判の計
画決定
（二種事業
に関しては、公告されると、土地所有者等は、収用又は任意買収による対償を得て地区外に転
出するか、又は、譲受け希望の申出をすることで建築施設部分につき権利を取得するかの去就の選択を迫られるのであって、この選択を通じて、計画決定がもたらす効果はより具体的なものとして特定されることになるという。そして、この選択をすべき負担を負わされるという 自体をもって、土地所有者等の法的地位に対する一種の変動要素としてとらえる余地があるという。二．検討　
以上の論評にみられるように、学説では、四年最判における“選択を迫られる地位”論の重要性に着目する点で
共通しているわけであるが、しかしこの議論と「収用されるべき地位」論との論理的な関係については、次のように理解が分かれている。一方で、福岡氏のように 処分性肯定に当たって、 「収用されるべき地位」論 《主》で、 “選択を迫られる地位”論が《従》と 趣旨の理解がある
（
102）。他方で、 “選択を迫られる地位”論のみで処分性が
肯定されうることを示唆したとの理解
（
103）もみられる。そこで以下では、
C“選択を迫られる地位”論に関して、
A
B
との関連を踏まえな ら、かつ、解釈手法・認識枠組みという分析方法 基づいて検討していこう。　
まず“選択を迫られる地位”が、計画決定段階で残留か転出かの意思決定をせねばならないこと、しかもそれは
収用権力を背景としたものであっ 強制的性質をもつ とを重視せねばならない そ 意味で
Cは、もっぱら
A
B
両議論のうちの、 「連辞的解釈」の背景にあ 「紛争の早期成熟」 仕組み 共通する問題関心を持った議論であ
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る（
104）。それではつぎに、 「収用されるべき地位」論と“選択を迫られる地位”論との間の相互関係はいかなるもので
あろうか。　
思うに、最高裁は、 「収用されるべき地位」論に依拠しつつも、それのみでは、紛争が早期に成熟してしまう
「行政過程の手続構造」について、十分な論証が尽くされていないと考えたのではなかろうか。とくに計画決定・事業認定同一視論
Aに関しては、上告理由等を通じて疑問の余地も投げかけられてきたところ
（
105）、判決理由の中では
それほど議論が尽くされないままに、この議論を決定的な根拠として、 「収用されるべき地位」
Bを導きだしてい
る。 ゆえ最高裁は、この
Aから
Bに至る論証の内在的な不十分さを外在的に埋め合わせるために、 “選択を迫
られ 地位”論を追加的に持ち出したのではなかろうか。したがってこの見方からすると、四年最判が、 “選択を迫られる地位”のみで処分性を肯定すること でをも意識してい との理解には疑問がある。　
さいごに、本節の検討を終えるに当たって、四年最判全体の理解についてまとめておこう。まず⑴⑵では「計画
決定」と「事業認定」と 間 、 「連合的解釈」がされている。そこでは、都開法や都計法、収用法等の関連規定が分析され、 「手続をめぐる法令上の仕組み」としての「紛争の形態変換」が認められた上で、市町村の「収用権限」取得が認められてい 。つぎに⑵⑶では、この「収用権限」取得を媒介に、 “計画決定
（
≒ 事業認定）
”と“収
用裁決”との間で、 “連辞的解釈”がされている。そこでは、 “行政過程 手続構造”とし の“紛争の早期成熟”が認められた上で、処分性が肯定されている。もっとも、 の紛争 早期成熟を論証するための解釈論的な裏付けとして、 《収用されるべき地位》論のみならず、 《選択を迫られ 地位》論 も依拠している。
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第四節
　
小括
　
以上、六〇年最判、六一年最判、四年最判という、土地利用計画の処分性に関して、三九年最判の「処分性公
式」の枠内で
（
106）、かつ、四一年最判を覆すことなく
（
107）肯定した三つの最判について、それぞれの解釈手法と認識枠組み
を考察してきた。あらためて三最判全体の考察結果をまとめると、まず六〇年最判は、係争行為である土地区画整理組合の「設立認可」そのものに着目し、それが「行政行為」としての法的効果を有するかという点に関して、根拠となった法規定 ありようを中心に探究するといった解釈手法を採用 いる。その限りで 六〇年最判は、オーソドックスな 行為形式準拠主義」の認識枠組みに立っていた。　
他方で、六一年最判と四年最判は、 《係争行為と他の行政行為との関係》を踏まえて処分性を肯定していた。一
方で六一年最判は、まず「国県営」事業の流れ なかで、 「計画決定」と「一時利用地指定処分」との間での《連辞的解釈》をして、計画決定 処分性を肯定する。そ 上 この国県営事業における「計画決定」と、係争行為たる「市町村営」事業の「施行認可」と 間での《連合的解釈》をして、施行認可の処分性を肯定する。他方で四年最判は、係争行為である二種事業における「計画決定」と、土地収用手続 おける「事業認定」 間での《連合的解釈》をする。その上で、 「計画 」
（
≒ 事業認定）
と「収用裁決」との間での《連辞的解釈》をして、計画
決定の処分性を肯定する
（
108）。
　
このように両最判では、係争行為の処分性を認定するに当たって その論理的な順序はともかくとして、どちら
も「連辞的解釈」ないし「連合的解釈 を採用していることに留意せねばならない。もっとも 両最判で処分性の肯定にいたるに当たっては、これら行為形式間の関係と った＇形式的な＇側面が決め手となったわけではないむしろ、両最判それぞれの《連合的解釈》においては 行政主体と関係市民との間で、 「施行認可」をめぐる紛争
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形態
（市町村営）
が「計画決定」をめぐる紛争形態
（国県営）
【六一年最判】へと、あるいは、 「計画決定」をめぐ
る紛争形態
（二種事業）
が「事業認定」をめぐる紛争形態
（土地収用手続）
【四年最判】へと、相互に変換しうる
「制度的な関係性」にあるということが“実質的な”根拠となっているものと解しうる。また、両最判それぞれの《連辞的解釈》においても、行政主体と関係市民との間での紛争が、 「一時利用地指定処分」を待つまでもなく「計画決定」段階【六一年最判】で、あるいは、 「収用裁決」を待つまでもなく「計画決定」
（
≒ 事業認定）
段階【四年
最判】で、早期に成熟する「制度的な関係性」にあるということが“実質的な”根拠となっているものと解しうる。　
かくして両最判では、連合的解釈であれ連辞的解釈であれ、この種の解釈手法に基づき処分性を「肯定」するに
当たっては、 「紛争の形態変換」であれ「紛争の早期成熟」であれ、認識枠組みとして、行政主体と関係市民間での手続をめぐ 「制度的な関係性
（＝仕組み）
」が念頭に置かれているものといえよ
う（
109）。したがってその限りで、
両最判は、認識枠組みとして、もっぱら係争行為の行為形式の性質に着目する六〇年最判とは大きく異なっている。もっとも六一年最判が、あくまでも実定法令における制度的な関係性を探究する「手続をめぐる法令上の仕組み」にとどまる認識枠組みを採って処分性を肯 するのに対し、四年最判は、実定法令が行政実務において実際に用いられ 、その運用段階での制度的な関係 も探究する「行政過程の手続構造」にまで踏み込んだ認識枠組みを採っている点では異なる。　
そして、この後者の点に関わってであるが、別稿でも詳しく検討したよう
に（
110）、二〇年最判は、 「計画決定」と
「換地処分」との間での「連辞的解釈」という解釈手法を採用し、その際 は、 「紛争の早期成熟」という「行政過程の手続構造」を基礎として 処分性を肯定し いる。 たがって四年最判は、解釈手法 みならず認識枠組みレ
処分性拡大判例の系譜〔髙木　英行〕
52
ベルにおいても、二〇年最判を一部先取りしていたと評価しうる
（
111）。ただし二〇年最判においては、解釈論として、
「実効的な権利救済」論が前面に押し出されているという意味では、やはり四年最判との間に相違があろ
う（
112）。さら
にその後の処分性拡大判例、有害物質使用特定施設使用廃止通知事件
（最判平成二四年二月三日：民集六六巻二号
一四八頁）
においても、 「実効的な権利救済」が明示的に踏まえられて処分性が肯定されていることからすると、
このような二〇年最判が採用した 評価判断を前面に押し出 た解釈
論（
113）が、 「判例法理」として今後確立していく
方向性も垣間見られうる
（
114）。もっともこの点に関しては、別の機会にさらに詳しく検討したいので、本稿では検討を
保留しておく。　
さいごに、従来からの筆者の研究を通じて明らかにしてきたように、二〇年最判以外の、すなわち行政計画以外
の行為形式に関する処分性拡大判例においても、六一年最 や四年最判が前提としていた解釈手法・認識枠組みのパターンがみられうる とを強調しておきた 。例えば 「紛争の形態変換」の認識枠組みを踏まえつつ、 「連合的解釈」という解釈手法を採用して処分性を肯定する――以下この処分性拡大パターンについ 「係争行為
4
」
⇔ 4「行
4
政行為4
」というように記号化して表現する――判例としては、二項道路一括指定事件【同一括指定
⇔ 同個別指定】 、
労災法就学援護費不支給決定事件【同不支給決定
⇔ 労災保険給付拒否決定】 、保育所廃止条例事件【同条例
⇔ 保育
実施解除処分】がある
（
115）。
　
これに対して、 「紛争の早期成熟」という認識枠組みを踏まえつつ、 「連辞的解釈」という解釈手法を採用して処
分性を肯定する――以下この処分性拡大パターンについて「係争行為
4
」←
4
「行政行為
4
」というように記号化して表
現する――判例としては、先に挙げた土地区画整理事業計画決定事件【同計画決定←換地処分】のほかにも、病院開設中止勧告ないし病院病床数削減勧告事件【両勧告←保険医療機関指定拒否処分】や食品衛生法違反通知事件
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【同違反通知←輸入不許可処分】も挙げられる
（
116）。
　
もっとも、いずれの判例であれ、それぞれのパターンに該当する旨の具体的な論証に関しては、すでにそれぞれ
の別稿においておこなっているので、そちらにゆだねることとしたい。ともあれ、このような解釈手法・認識枠組みをめぐる議論を介在させることによって、本稿で検討した六一年最判と四年最判が、 「判例法理」という観点からして、二〇年最判という「行政計画の処分性」を認めた判例の先駆けであるばかりでなく、これらの「処分性拡大判例一般」 先駆け的な位置づけをも持つことが浮き彫りになるように思われ
第四章
　
むすびにかえて
　
以上本稿では、 「処分性拡大判例」と、それに先立つ「処分性肯定判例」との関連を確認するために、処分性肯
定判例のうちでも、土地利用計画をめぐる最高裁判例に絞って考察して た。す わち 〇 、六一年最判四年最 について、それら三最判相互の関連性 中心に、四一年最判から二〇年最判に到 土地利用計画の処分性をめぐる判例の流れや 処分性拡大 例一般との関連性を踏まえつつ、 「解釈手法」と「認識枠組み」という両面から分析をしてきた。この分析の結果として、以下 ような〈系譜〉が浮かび上 ってきた。　
まず四一年最判では、 「計画決定」の処分性が否定され、その後この判断枠組みが土地利用計画 処分性 めぐ
る判例に強い影響 及ぼしていく。もっとも、そういった流れの中でも、六〇年最判は、行為形式準拠主義 認識枠組みに立脚して、行政行為としての法的効果があるかといった伝統的な解釈手法をもちいつつ 「設立認可」処分性を肯定した。しかしその二ヵ月後に出された六一年最判は、 「紛争の早期成熟」と う手続をめぐる法令上の仕組みを踏まえて連辞的解釈 ない、かつ、 「紛争の形態変換」という手続をめぐる法令上 仕組みを踏まえ
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て連合的解釈を行なった上で、 「施行認可」の処分性を認めた。したがって六一年最判は、まさに処分性拡大判例にみられる「法令上の仕組み」を踏まえた「仕組み解釈」の先駆けと言える。　
つぎに四年最判であるが、これは「紛争の形態変換」という手続をめぐる法令上の仕組みを踏まえて連合的解釈
を行ない、かつ、 「紛争の早期成熟」という行政過程の手続構造を踏まえて連辞的解釈を行なった上で、 「計画決定」の処分性を認めている。この点、六一年最判同様の解釈 法を採用しているわけだ 、しかし認識枠組みの面では、あくまでも法令上の仕組みに依拠する六一年最判とは異なり、むしろ「行政過程の構造」にまで依拠する二〇年最判につながる考え方が踏まえられている。 はいえ、四年最判と二〇年最判との間でこのような認識枠組みの面で共通性があると っても 二〇年最判 場合には「実効的な権利救済」という議論が前面に押し出されており、したがって具体的 解釈論の面では違いもある。　
以上述べてきたように、土地区画整理事業計画決定の処分性につき四一年最判を判例変更して肯定した二〇年最
判に到るまでには、六〇年最判・六一年最判・四年最判という処分性肯定 例の積み重ねがあったことに、あらめて留意せねばならない。それと同時に、連辞的解釈／連合的解釈 紛争の早期成熟／紛争の形態変換、法令上仕組み／行政過程の構造にみられるように、三最判 なかには、行政計画をめぐって争われた二〇年最判のみならず、他の行為形式をめぐる処分性拡大判例とも共通する解釈手法・認識枠組みがすでに採用さ ており、その意味では、三最判が処分性拡大判例一般の「先駆け ともいえ 点につ ても重視すべきであろ 。　
かくして本稿は、処分性肯定判例と処分性拡大判例に関して、解釈手法と認識枠組み両面を通じた異同を確認し
てきた。もっとも本稿の検討結果は、あくまでも処分
｢ 肯定
｣
判例を中心に検討してきたことから生まれたもの
である。しかしながら四一年最 以降、最高裁判決だけでも、土地利用計画の処分性を「否定」し 判例は数多く
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あるのであって、それら判例をも取り込んだ形での検討をせねば「系譜研究」としては不十分であろう。したがって、本稿で確認した異同なるものは、あくまでも現段階での仮説的議論に過ぎない。　
また本稿では、連辞的解釈／連合的解釈、紛争の早期成熟／紛争の形態変換、法令上の仕組み／行政過程の構造
といった区別論を媒介に判例分析をしてきたわけであるが、こうした議論のしかたはあくまでも筆者独自の議論に過ぎな わけで 従来からの学説の通説的な議論との対応関係を明らかにしておく必要が ろう
（
117）。とりわけ、土地
利用計画の処分性をめぐっては、伝統的に「完結型」／「非完結型」といっ 分類軸でもって、判例の整理・分析がなされてきたところ あるが
（
118）、筆者の分析視角がこういった分類軸とどのように関連づけられうるのかを論証せ
ねばならないだろう。　
さらに本稿では、処分性肯定判例として「行政計画」 、なかでも「土地利用計画」に係る判例に着目したのであ
るが、その他にも処分性肯定判例は数多くある。最高裁判決だけをみて 、六〇年最判に先立ってすでに輸入禁制品該当通知事件
（最判昭和五四年一二月二五日：民集三三巻七号七五三頁）
があ
り（
119）、今日的観点からすれば、そこでも
処分性拡大判例に通ずる議論がなされているようにも見受けられる
（
120）。したがって、これら他の行為形式に関わって
処分性が認められた
（さらには否定された判例も）
に関しても横断的に研究していかなければ、処分性拡大判例の系
譜研究としては不十分であろう。　
加えて本稿では、土地利用計画 関して、あくまでも処分性拡大判例の系譜研究という「過去」に遡った観点か
らの解釈学的研究をしてきたにすぎない しかし がら、土地利用計画争訟 関しては、立法論 含め、より広い視野からの議論ができるのであって また現 学説でもなされてき い ところでもあ
（
121）。したがって、こういっ
た視野か 三九年最判、四一年最判、六〇年最判、六一年最判 四年最判、二〇年 の意義の再検討も必要と
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注（
１）　
行政訴訟の訴訟要件問題として、 「処分性」と並んで、長年にわたって判例学説上議論されてきた論点として、 「原告適格」
（行訴法九条）があるが、これはいわば「当事者」に関する抗告訴訟“対象適格性”を問う問題である。本文後に言及する平成一六年行訴法改正によって、原告適格に関しては、従来の〈原告適格拡大判例〉動向を踏まえた上で、立法によって「考慮事項」（同条二項）を示すというかたちでの判断基準の明確化がはかられることとなった。しかしながら他方で、同改正によっても、処分性に関してはなんらの改正もなされなかった。本文後に指摘する、その判断基準の不明瞭な〈処分性拡大判例〉動向とも相まって、処分性は、今日、行政救済法の数ある論点のなかでも《難問》との位置づけを色濃くしつつあると言えよう。ちなみに筆者は、原告適格拡大判例と処分性拡大判例の両解釈手法の間には、実のところその「考慮事項」の点において、一定の共通性があるので ないかとの仮説に立っている。この点について詳しくは、拙稿⑦・後掲注（
5）二四頁以下参照。
（
2）　
例えば原田尚彦『行政法要論［全訂第七版補訂二版］ 』 （学陽書房、二〇一二年）三八四頁等参照。これに対して岡田雅夫「抗
なってこよう。　
さいごに本稿の考察結果として、最高裁は、処分性肯定判例においてであれ、処分性拡大判例においてであれ、
処分性があるか否か、すなわち「行政行為」と言えるか否かを判断するに当たっては、①講学上の行為形式分類、②法令上の仕組み、③行政過程の構造の三つの観点を重層的に踏まえてい との仮説を示してきた。もっとも、このような 解釈に係る認識枠組みが、 「行政行為」概念のあり方、 「公権力の行使」概念のあり方、さらには「行政法総論」のあり方に対してどのような理論的含意をもつのかという点に関しても、引き続き研究課題としていきたい
（
122）。
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告訴訟の対象」法教二六三号（二〇〇二年）一七頁も参照。
（
3）　
本稿では、 「処分性拡大判例」として、以下の判例群を念頭に置くこととする。二項道路一括指定事件（最判平成一四年一月
一七日：民集五六巻一号一頁） 、労災就学援護費不支給決定事件（最判平成一五年九月四日：判時一八四一号八九頁） 、食品衛生法違反通知事件（最判平成 六年四月二六日：民集五八巻四号九八九頁） 、登録免許税拒否通知事件（最判平成一七年四月一四日：民集五九巻三号四九一頁） 、病院開設中止勧告事件（最判平成一七年七月一五日：民集 九巻六号一六六一頁） 、病院病床数削減勧告事件（最判平成一七年 〇月二五日：判時一九二〇号三二頁） 、土地区画整理事業計画決定事件（最判平成二〇年九月一〇日：民集六二巻八号二〇二九頁） 、保育所廃止条例事件（最判平成二一年一 月二六日：民集六三巻九号二一二四頁） 、有害物質使用特定施設使用廃止通知事件（最判平成二四年二月三日：民集六六巻二号一四八頁） 。
（
4）　
ただし一方で、処分性を否定する最高裁判例も出されている。例えば民間移管施設受託事業者不選定通知事件（最判平成二三
年六月一四日：
L
E
X
/D
B
 25443473 ）等参照。
（
5）　
拙稿「経済行政過程における行政指導とその処分性」佐藤英善先生古稀記念論文集『経済行政法の理論』 （日本評論社、
二〇一〇 ）二三三頁以下【以下「拙稿①」 】 、同「処分性に係る仕組み解釈とその認識枠組み」早法八五巻三号（二〇一〇年）六八九頁以下【 「拙稿②」 】 、同「処分性に係る仕組み解釈に関する 考察」洋法五三巻三号（二〇 〇 ）六 頁以下【 「拙稿③」 】 、同「処分性の解釈と行政過程の構造分析 洋法五四巻三号（二〇一一年）一頁以下【 「拙稿④ 】 、同「処分性の解釈と『仕組み』の含意」洋法五五巻一号（二〇一一年）九一頁以下【 「拙稿⑤」 】 、拙稿「処分性 税務行政」洋法五五巻二号（二〇一 年）七三頁以下【 「拙稿⑥」 】参照、拙稿「処分性拡大判例 おける認識枠組み」洋法五六巻一号（二〇一 年） 頁以下【 「拙稿⑦」 】参照。
（
6）　
例えば水野武夫「行政訴訟の新展開」 『現代法律実務の諸問題』 （第一法規、二〇一〇年）七〇四頁以下は、処分性をめぐって
最高裁が、学者によっては「理論的に説明がつかないような判決を出して おり いまや「誰もこれが正 だ いうことはいえないような状況」にあるとの認識を示した上で、 将来的にどのようにこれを整理していくかというのは、これからの課題」 指摘する（同「行政訴訟教育の混沌」自正六 巻九号（二〇 一年）三七頁も参照） 。
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（7）　
もっとも例えば、処分性判例について、 「仕組み解釈」という観点からその解釈手法の特徴を考察しようとするものとして、
橋本博之『行政判例と仕組み解釈』 （弘文堂、二〇〇九年）一頁以下等がある。筆者（髙木）は、処分性判例が採用しているとされるこの仕組み解釈なるものが、いかなる「認識枠組み」を前提としたものであるのか、換言すれば、仕組み解釈のいう「仕組み」とはいったいどんなことな かと った問題意識に立って研究を続けてきたことになる。関連して橋本同書九二頁以下参照。なお原田尚彦「行政事件訴訟における訴えの利益」 『環境権と裁判』 （弘文堂、一九七七年）二九一頁では、 「従来の訴えの利益論は、裁判所が表面的な理由づけに用いるところ 、カズイスティークな法解釈のみを重視しその分析に没頭 きたため、法解釈のかげにかくされている裁判所の実質的判断要素の考察がおろそか され、そのため訴えの利益の本質が見失わ きらいがないではなかった。この点の反省は、極めて大切な では いかとおもう。 」と述べた上で、 「表面的な法解釈にで なく紛争類型や当事者の利益状態などを実証的に分析し、裁判所 何をもって訴えの利益の有無を決する実質的な決め手としているのかまたいくべきものかを検証していく とがもっとも肝要であり そうす こ がとりも おさず訴えの利益の判断要素を科学的に評価し解明して く方途ではないか 考える」と指摘 。 んにち処分性拡大判例を分析するに当たっても重要 指摘であると思われる。
（
8）　
なお藤田宙靖『最高裁回想録』 （有斐閣、二〇一二年） 【以下藤田『回想録』 】八九頁は 近時の処分性拡大判例の状況や、平
成一六年行訴法改正によっ も処分性規定の改正がなされなか た経緯を踏まえた上で、裁判所サイドからの処分性に関する新たな定式化の可能性については、 「司法制度改革における立法作業 おいてすら明確な形 打ち出すことが出来 かっ もの 最高裁の判例において一般的な基準として示すということには、そもそ 無理があ いうべき あろう。 」と指摘している。
（
9）　
例えば最判昭和三〇年一二月二六日（民集九巻一四号二〇七〇頁）は、農地委員会が下した違法な裁決（行政処分）が前提と
なって争われた私人間 「民事訴訟」 関 、当該裁決につ 取消訴訟の排他的管轄（公定力）がはたらくゆえに、民事訴訟を通じ うことができな という理由でも 原告を敗訴させた（関連して最近の日の丸・君 代事件（最 平成二四年二月九日：民集六六巻二号一八三頁）も参照） 。また 取消訴訟 出 期間（行政処分 あっ ことを知ってから原則六ヶ月以内）を過ぎてから、原告が違法 行政処分からの救済――無効確認 等（行訴法三条四項）を通じて―― 受ける めに 、その行
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政処分につき、 「重大かつ明白な」瑕疵（違法性）があること、といった格段に困難な要件を立証することを余儀なくされる。例えば塩野宏『行政法Ⅰ［第五版］ 』 （有斐閣、二〇〇九年）一五九頁以下等参照。
（
１0）　
前掲注（
5）に挙げた拙稿④二二頁脚注（二）や拙稿⑦三二頁以下脚注（一四）を参照。
（
１１）　
例えば、阿部泰隆「行政訴訟における訴訟要件に関する発想の転換」判時二一三七号（二〇一二年）五頁は、処分性の判断の
あり方につき、 「例外的な事例については、一般的な原則をそのまま当てはめるのではなく、例外的な思考が必要であ 。 」との発想に立ちつつ、処分性拡大判例を分析している。
（
１2）　
なお、例えば阿部・前掲注（
１１）一一頁は、適切な救済を確保できるよう処分概念を再構成すべきとして、行政処分でも行政
指導でもない新種の行為類型として、 「処分の拘束的予告」概念をもうけることを提唱している。 「行為形式」論という伝統的な行政法総論の認識枠組みを媒介として、 性拡大判例を受けとめる説明概念を構築しようとする試みといえようか また山本隆司「処分性（一）～（六） 」法教三三一号～三三三号、三三五号、三三九号、三六六号（二〇〇八年～二〇一一年）においては、行政救済法の解釈論にはとどまらない、行政法総論の認識枠組みにも関わりう 議論がなされているように思われる。もっともこの点については、これまで前掲注（
5）の各拙稿において適宜指摘してきたので、それらを参照。
（
１3）　
藤田『回想録』 ・前掲注（
8）八三頁以下参照。
（
１4）　
南博方ほか編『条解
 行政事件訴訟法［第三版補正版］ 』 （弘文堂、二〇〇九年）五八頁【高橋滋】は、従来の都市計画事業・
都市再開発事業等について処分性を緩やか 認める最高裁判例が、近時の処分性拡大判例の「先駆的判断例」と位置づけうるもであり、高く評価できると指摘する。これに対して高木光『行政訴訟論』 （有斐閣、二〇〇五年）五六頁も参照。
（
１5）　
なお土地利用計画は講学上「行政計画」に属する。行政計画をめぐっては様々な議論がなされてきたところ、本稿は行政計画
全般について幅広く検討するもので ない。近時 研究として、例えば見上崇洋「行政計画」磯部力ほか編『行政法の新構想Ⅱ』（有斐閣、二〇〇八年）五一頁以下参照。
（
１6）　
大要、以下の理由でもって土地区画整理事業計画決定（以下「計画決定」 ）の処分性を「否定」した。①計画決定は事業の青
写真たる性質を有するものに過ぎず、その決定によって利害関係者の権利にどのような変動を及ぼすかが具体的に確定されるわけ
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ではない。②計画決定がなされると、施行地区内の宅地所有者等に対し建築制限効果が生じることになるが、これは法律が特に付与した公告に伴う付随的効果に過ぎず、計画決定の法的効果として生じるものではない。③宅地所有者等の権利救済を図るためには、仮換地指定ないし換地処分といった後続する具体的な行政処分段階で、訴え 提起を認めればそれで十分であり 一般的抽象的な計画にすぎない計画決定の段階では、訴訟事件として取り上げるだけの事件の成熟性も 本判決の評釈として、例えば渡部吉隆「判批」最判解説民昭和四一年度五三頁以下等参照。また四一年最判から六〇年最判へと至る間の、土地利用計画の処分性に関する議論動向の紹介として、例えば荒秀『建築基準法論（Ⅱ） 』 （ぎょうせい、一九八七年）一五二頁以下、山村恒年「計画行政と行政訴訟」民商九三巻臨時増刊号（一） （一九八六年）三九八頁以下、西谷剛『実定行政計画法』 （有斐閣、二〇〇三年）二六三頁以下等を参照。
（
１7）　
大要、以下の理由でもって計画決定の処分性を「肯定」した。①施行地区内の宅地所有者等は、計画決定がなされることによ
り、土地区画整理事業の手続に従って 処分を受けるべき地位 立 されるものと言え、法的地位に直接的な影響を生ずる。それゆえ計画決定の法的効果は一般的・抽象的なものではない。②換地処分を受けた宅地所有者等は取消訴訟を提起 うるが、その処分段階では実際すでに工 等も進捗し、換地計画 具体的に められて る。この段階で事業計画の違法を理由 換地処分 取り消すと、事業全体に著しい混乱が たらされうる。この場合には、たとえ宅地所有者 の主張が裁判所により認められたとしても、事情判決（行訴法三一条）が下される相当 可能性があり、宅地所有者等の泣き寝入りを招く恐れがある。したがって 計画決定に関し実効的な権利救済を図るため は、その決定の取消訴訟を認めることには合理性がある。こ 判決については、さしあたり拙稿③・前掲注（
5）参照。
（
１8）　
以下三最判で問題となる、土地区画整理事業、土地改良事業、市街地再開発事業に関する法制度の全般的な解説として、例え
ば荒秀・小高剛編『都市計画法規概説』 （信山社、一九九八年）二二五頁以下、須田政勝『概説
 土地法』 （明石書店、二〇〇四年）
二五五頁以下並びに三二八頁以下、安本典夫『都市法概説』 （法律文化社 二〇〇八年）一五九頁以下並びに二七八頁以下、生田長人『都市法入門講義』 （信山社、二〇一〇年）一四五頁以 等参照。なお本稿で引用する、土地区 整理法、土地改良法、都市再開発法に係る 律条文は、とくに断りのない限 判 時点のものと 。
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（１9）　
講学上「公共組合」に属する。例えば安本典夫「公共組合」 『現代行政法大系
 第七巻』 （有斐閣、一九八五年）二八七頁以下
等参照。
（
20）　
土地区画整理法の解説として、例えば下出義明『改訂
 換地処分の研究』 （酒井書店、一九七九年） 、同編『土地区画整理法
五〇講〔第二版〕 』 （有斐閣双書、一九八二年） 【以下『五〇講』 】 、大場民男『新版
 縦横土地区画整理法
 上』 （一粒社、一九九五年）
【以下大場『縦横上』 】 、同『新版
 縦横土地区画整理法
 下』 （一粒社、二〇〇〇年） 【以下大場『縦横下』 】 、国土交通省都市・地域
整備局市街地整備課監修／土地区画整理法制研究会編著『逐条解説
 土地区画整理法（改訂版） 』 （ぎょうせい、二〇〇六年）等を
参照。
（
2１）　
現行整理法上、区画整理を施行できる 施行主体 は、個人、土地区画整理組合（いわゆる「組合施行」 ） 、区画整理会社、都
道府県・市町村（いわゆる「公共団体施行」 ） 、国土交通大臣（いわゆる「行政庁施行」 ） 、独立行政法人都市再生機構・地方住宅供給公社となっており 同法三条、三条の二、 三条の三） 、施行主体の種類に応じて踏むべき事業手続も異なってくる。もっとも、「施行主体」の多様性とそれに応じた手続の相違に関しては、整理法のみならず、後に紹介する土地改良法や都市再開発法においても同様である。
（
22）　
なお一審判決では、 「株式会社の設立」に関しては、無効確認訴訟の提起を認め 明文の法律規定があるのと異なって、土地
区画整理組合の設立に関してはそのような規定がないことを理由に、無効確認訴訟の不適法を導き出している。この議論に関しは、例えば小林秀和「判批（二審） 」昭和五七年行判解説（一九八 年） 三六頁以下等参照。関連して荒秀「判批 判評三四九号（一九八八年）一六二頁以下も参照。
（
23）　
なお本件では、組合を被告として、換地計画に基づかない「換地予定地的仮換地指定処分」の違法（整理法九八条一項の解
釈）についても争われている。一審 決では違法であるとともに、重大かつ明白な瑕疵があるものとして無効確認判決が出されているが、二審判決では一審判決が取消され、適法と認められた。最高裁も適法 認めている。この論点に関しては、本稿の主題との関係でこれ以上取り上げない。
　　
例えば片岡安夫「判批（一審） 」昭和五四年行判解説（一九八〇年）四〇七頁以下、近藤昭三「判批（一審） 」判評二五三号
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（一九八〇年）一五六頁以下、小林（秀） ・前掲注（
22）三三九頁以下、匿名解説判時一一八四号（一九八六年） （以下「判時解説」 ）
六〇頁、台健「判批」街づくり百選（一九八九年）六六頁以下、小林克己「判批」昭和六〇年行判解説（一九八七年）一四九頁以下、荒・前掲注（
22）一六四頁以下、石川善則「判批」最判解説民昭和六〇年度四七五頁以下、原田尚彦「判批」民商九五巻五号
（一九八七年）七一六頁以下等参照。さらに下出・前掲注（
20）九四頁以下並びに二五八頁以下、大場『縦横上』 ・前掲注（
20）
三九五頁以下、 『五〇講』 ・前掲注（
20）八七頁以下（辻忠雄）等も参照。
（
24）　
例えば二審判決では、事業計画は区画整理の青写真に過ぎず、設立認可がなされても原告の権利に直接具体的な変動を与える
ものではないこと、また仮換地指定処分段階で争えること等が論じられている。前掲注（
１6）の四一年最判と比較参照。
（
25）　
なお本判決が出される以前の、 「設立認可」の処分性をめぐる判例学説の議論動向の整理として、例えば荒・前掲注（
22）
一六三頁以下、小林（秀） ・前掲注（
22）三三七頁以下、下出・前掲注（
20）二三〇頁以下等参照。
（
26）　
無効確認訴訟の原告適格（行訴法三六条）との関連で 議論については、例えば判時解説・前掲注（
23）六〇頁、匿名解説法
時五八巻八号（一九八六年） （以下「法時解説」 ）一三一頁、宮崎良夫「判批」街づくり百選（一九八九年）五二頁以下、原田・前掲注（
23）七一三頁以下、石川・前掲注（
23）四七四頁以下等を参照。
（
27）　
この点近藤・前掲注（
23）一五六頁は、一審判決の評釈のなかで、設立認可が建築制限のみならず、組合員たる地位を設定す
る法的効果を生じさせるとした上で その具体例として、本判決のように組合役員選挙権や賦課金支払義務等を挙げながら、処分性の肯定を示唆していた。
（
28）　
土地改良法の解説として、例えば大場民男『新版
 土地改良法換地
 上』 （一粒社、一九八九年） 【以下大場『改良上』 】 、同『新
版
 土地改良法換地
 下』 （一粒社、一九九〇年） 【以下大場『改良下』 】 、森田勝『要説
 土地改良換地』 （ぎょうせい、一九九二年）
等参照。また土地収用・区画整理・土地改良間の相違については、例えば大場民男『土地収用と換地』 （一粒社、一 八八年） 【以下大場『収用』 】も参照。
（
29）　
なお本判決では、この「異議申出棄却決定」の処分性も争われているが、本稿 扱わない。ちなみに結論とし 、本判決で
はその処分性が否定されている。この点についての議論として、例えば宮崎良夫「判批」民商九五巻六号（一九八七年）八八〇
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頁、島田清次郎「判批」昭和六一年行判解説（一九八八年）三四一頁以下、中本敏嗣「判批」ひろば三九巻一一号（一九八六年）七九 以下等参照。
（
30）　
なお本判決をめぐる経緯につき、大塚明「行政訴訟における処分性と訴えの利益」自正四六巻三号（一九九五年）二一九頁以
下等参照。
（
3１）　
匿名解説判時一一八五号一〇〇頁や泉德治「判批」最判解説民昭和六一年度七頁以下は、行審法制定時や行訴法制定時の経緯
を踏まえて、土改法八七条六項、七項及び一〇項が計画決定の処分性を当然の前提としていると論ずる。関連して小高剛「判批」判評三三五号（一九八 年） 【以下「小高六一年」 】一八七頁以下も参照。
（
32）　
なお、国県営事業と市町村営事業の両改良事業の手続の概要を対比しつつ、整理紹介するもの して、例えば泉・前掲注
（
3１）五頁以下参照。また大場『改良上』 ・前掲注（
28）一七七頁以下、二三四頁以下、二五六頁以下等も参照。
（
33）　
都市再開発法の解説として、例えば都市再開発法制研究会編著『入門
 都市再開発法』 （ぎょうせい、二〇〇三年） 、同研究会
編著『わかりやすい都市再開発法』 （大成出版社、二〇〇七年） 、国土交通省都市・地域整備局市街地整備課監修／土地区画整理法制研究会編著『 〔逐条解説〕都市再開発法解説［改訂七版］ 』 （大成出版社、二〇一〇年） 【以下『逐条都開法』 】等参照。また区画整理・土地収用・市街地再開発の相違について、例えば『五〇講』 ・前掲注（
20）一一頁以下（坂田隆史）や安本典夫「都市再開
発法の構造」 『都市再開発・不動産取引と法』 （有斐閣、一九七九年）一七頁以下も参照。さらに「公用権利変換」 いう統一的な概念のもと、区画整理・土地改良・市街地 を整理するものとして 田中二郎『新版
 行政法
 下巻（全訂第二版） 』 （弘文堂、
一九八三年）一九五頁以下等も参照。
（
34）　
市街地再開発事業には、 「一種」事業と「二種」事業とがある。権利変換手続を採る一種事業は、事業施 区域内の土地建物
等に関する権利について 買収や によらず、一連 行政処分によって、施設建築物及びその敷地に関する権利へと変換するものである。権利の一括処理を行う関係で、比較的規模の小さい地区が対象に適しているという これに対し管理処分手続を採る二種事業は、一般の公共事業同様、いったん事業施行区域内 土 建物等 施行者が買収又は収用し、買収又は収用された者が希望すれば、その対償に代えて、施設建築物及びその敷地に関する権利 与えるものであ 。個別処理が可能である関係で、規模の大
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きい地区、権利関係が極めて複雑な地区、急施を要する地区が対象に適しているという。
　　
以上の説明は、 『逐条都開法』 ・前掲注（
33）三三頁によったほか、関連して同書三五二頁以下や五四二頁以下も参照。また、市
町村施行に係る二種事業の大まかな手続の流れに関しては、例えば福岡右武「判批」最判解説民平成四年度四九二頁以下に手際よく整理されている。さらに「公用収用」と「公用権利変換」との概念的相違に関しては、例えば田中・前掲注（
33）一五三頁注
（三） 、一五九頁以下、一九五頁以下や、小早川光郎『行政法
 上』 （弘文堂、一九九九年）三九頁以下並びに二一六頁以下等参照。
（
35）　
本件訴訟の経緯については、坂和章平ほか『岐路に立つ都市再開発』 （都市文化社、一九八七年）七四頁以下も参照。
（
36）　
なお では、計画決定の処分性のみならず、施行地区外の住民の原告適格に関しても争われているが、この論点に関して本
稿では検討しない。この点例えば、安本典夫 判批（二審） 」判評三六四号（一九八九年） 【以下「安本二審」 】一八八頁、室井敬司「判批（二審） 」自研六七巻二号（一九九一年）一三二頁、見上崇洋「判批（二審） 」龍法二一巻三号（一九八八年）三六頁以下、福岡・前掲注（
34）五〇一頁（注一）等参照。
（
37）　
例えば金子正史「判批（二審） 」ジュリ九三二号（一九八九年）六一頁は、即時最終的権利変動に至らない効果を生ずるにす
ぎない行政庁の行為についても処分性を認めたことにおいて、二審判決は伝統的な処分性概念よりも処分性を広く認めていると指摘する（同六三頁も参照） 。関連して見上・前掲注（
36）二九頁以下も参照。また藤原淳一郎「判批（二審） 」街づくり百選
（一九八九年）一一七頁は、二審判決の処分性解釈について、入り口ではより広い網をかけた上で、 「具体性」と「 〔紛争の〕成熟性」とでしぼりをかける論法を採用しているとする。さらに山下淳「判批（二審） 」昭和六三年重判解（一九八 年）四〇頁は、本判決の成熟性をめぐる議論が四一年最判とは明らかに異なることを指摘するとともに、具体的な権利侵害があるにもかかわらず、それに加重して成熟性を論ずる意義につい 疑問を投げかける。関連して室井・前掲注
36）一三〇頁も参照。
（
38）　「収用裁決」は「権利取得裁決」と「明渡裁決」とに分離される（収用法四七条の二） 。例えば柳瀬良幹『公用負担法〔新版〕 』
（有斐閣、一九七一年）二一三頁、田中・前掲注（
33）一七五頁以下、小澤道一『 〈改訂版〉逐条解説
 土地収用法
 上』 （ぎょうせ
い、一九九五年）五三七頁以下等参照。
（
39）　
この点安本二審・前掲注（
36）一八七頁も参照。
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（40）　
さらに二審判決では、本件と四一年最判との事案の相違についても論じているが、この点金子・前掲注（
37）六三頁参照。ま
た三九年最判との関係については、安本二審・前掲注（
36）一八四頁以下参照。
（
4１）　
なお一種事業の場合には、地区外「転出」希望者がその旨を申し出る制度であるのに対して、二種事業の場合には地区内「残
留」希望者がその旨を申し出る制度となっている。ただしいずれの制度も、地区内に残ることを希望する者が、原則として残ることができるという点では変わりはない。 『逐条都開法』
33）五四三頁参照。
（
42）　
なお一審判決は、収用 「事業認定」に相当する二種事業の行為形式と て、都道府県知事の行う「設計の概要 認可」
を挙げる一方、両事業手続の制度的相違を踏まえて、当該認可を事業認定と同一に論じて処分性を認めようとする議論を否定する（事業認定の処分性が肯定されてきたことについては後掲注（
85）参照） 。これに対して二審判決は、設計の概要の認可によって補
充された「計画決定」と、 「事業認定」とが対応す と理解した上で、前者の処分性を認める。もっとも最高裁判決ではこの議論に関しては明確に論じられていない。小池晴彦「判批」平成四年行判解説（一九九四年）二九八頁参照。ただし安本典夫「判批」民商一〇九巻一号（一九九三年） 【以下「安本最判」 】一二七頁以下も参照。
　　
そのほかこの議論に関連して、例えば岡村周一「判批（一審） 」判評三四四号（一九八七年）一六三頁、村上裕章「判批（一
審） 」九法五四巻（一九八七年）一七〇頁以下、和久井孝太郎＝江原勲「判批（二審） 」判自五〇号 九八九年）八頁、藤原・前掲注（
37）一一七頁、山下淳・前掲注（
37）四〇頁、金子・前掲注（
37）六二頁、安本二審・前掲注（
36）一八七頁以下、常岡孝
好「判批」法教一五一号（一九九三年）一二三頁、室井・前掲注（
36）一三一頁以下、山下竜一「判批」行政百選Ⅱ［第五版］
（二〇〇六年）三三一頁等も参照。また区画整理をめぐってはであるが、 「設計の概要の認可」の処分性を正面から論じる最近の研究として、三浦大介「土地区画整理事業と住民の法的地位」自治四〇五号（二〇一二年）八二頁以下も参照
（
43）　
四一年最判との関連での三最判の論評として、六〇年最判につき、例えば小林（克） ・前掲注（
23）一四七頁以下、宮崎・前
掲注（
26）五三頁、田中舘照橘「判批」法資五四号（一九八六年）一四九頁、荒・前掲注（
22）一六四頁、原田・前掲注（
23）
七一二頁、塩野宏ほか「研究会：現代型行政訴訟の検討課題」ジュリ九二五号（一九八九年） 【以下「研究会」 】二五頁（時岡泰発言）並びに三一頁（園部逸夫、塩野宏、宍戸達徳各発言）等参照。また六一年最判につき、例えば海老沢俊郎「判批」街づくり百
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選（一九八九年）二〇五頁、加藤幸嗣「判批」法教一三四号（一九九一年）二六頁、小高六一年・前掲注（
3１）一八八頁以下、宮
崎・前掲注（
29）八七四頁以下、島田・前掲注（
29）三三七頁以下、中本・前掲注（
29）七七頁以下、西谷・前掲注（
１6）二六九
頁等参照。さらに四年最判につき、例えば和久井＝江原・前掲注（
42）八頁、村上武則「判批」平成四年重判解（一九九三年）
三九 、田中舘照橘「判批」法資一三四号（一九九三年）六八頁以下、荏原明則「判批」ジュリ一〇二一号（一九九三年）一〇三頁、安本最判・前掲注（
42）一二三頁以下並びに同一三一頁、藤田『回想録』 ・前掲注（
8）八六頁等参照。
（
44）　
なお、処分性公式を示した三九年最判との関連での三最判の論評として、例えば六〇年最判について阿部泰隆「判批」法セ
三八二号（一九八六年）一一六頁参照。また六 年最判の文脈で、加藤・前掲注（
43）二六頁は、処分性問題の実務では、 「本判
決に見られるように、伝統的な考え方を基礎に個別事案ごとにいわば微調整を行うことによって問題を処理してきていると評しうる。 」と指摘するとともに、 「しかし、そのような処理を行う判例は、処分性に関する一般理論に新たな議論を招来する結果となってい よう も思われる。 」と指摘する さらに四年最判との関係では、小池・前掲注（
42）二九七頁が、収用されるべき地位と
いった まだ完全には確定的ではない効果まで含めて法的効果 認定したことをもって、従来の処分性に関する法的効果要件を柔軟に解釈したものと言いうると指摘する。
（
45）　
原田・前掲注（
23）七一一頁以下参照。
（
46）　
なお、組合等施行事業と行政庁等施行事業とで対比しながら、各事業段階における種々の行為形式の処分性の有無を整理紹介
するものとして、例えば大場『縦横上』 ・前掲注（
20）二五二頁以下参照。
（
47）　
なお、換地処分につき処分性が肯定されることについては、大場『縦横下』 ・前掲注（
20）三二七頁以下（関連して同二九六
頁以下も）参照。また仮換地処分につき処分性が肯定されるこ についても、大場『縦横上』 ・前掲注（
20）四六三頁以下（関連
して同四〇二頁以下も）参照。
（
48）　
研究会・前掲注（
43）二五頁（時岡泰発言）も参照。
（
49）　
石川・前掲注（
23）四七一頁以下参照。
（
50）　
もっとも小高剛「判批」ひろば四六巻三号（一九九三年） 【以下「小高四年」 】六一頁は 六〇 で問題となった設立認可
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と同様、四一年最判で問題となった計画決定に関しても、事業施行区域内の権利者に対して、一方的・強制的な権利制限が生じると言えるという。また事業施行権限の付与の相違をもっ 、四一年最判と六〇年最判との結論の相違を正当化しようとする議論に関しても、区画整理を実施する主体が組合か、それとも本来の行政主体である公共団体かの相違に基づくものにすぎない して、疑問を提起する。
（
5１）　
この理解に立つと思われるものとして、例えば判時解説・前掲注（
23）六〇頁、安本二審・前掲注（
36）一八六頁、安本最
判・前掲注（
42）一二六頁、小林（克） ・前掲注（
23）一四八頁以下、司法研修所編『 （改訂）行政事件訴訟の一般的問題に関する
実務的研究』 （法曹会、二〇〇〇年） 【以下『実務的研究』 】二六頁、阿部泰隆『行政訴訟改革論』 （有斐閣、一九九三年） 【以下阿部『改革論』 】一五三頁、宇賀克也『行政法概説Ⅱ［第三版］ （有斐閣 二〇一一年）一七一頁等も参照。
（
52）　
この理解に立つと思われるものとして、例えば研究会・前掲注（
43）二五頁（時岡泰発言）並びに三〇頁（宍戸達徳発言） 、
見上崇洋『行政計画の法的統制』 （信山社、一九九六年）三五五頁以下、山本隆司「処分性（四） 」法教三三五号（二〇〇八年）五四頁等も参照。
（
53）　
この点、研究会・前掲注（
43）三〇頁以下（塩野宏発言）参照。
（
54）　
下出・前掲注（
20）二三五頁脚注（一の二）や宮崎・前掲注（
29）八七八頁参照。
（
55）　
なお村上（裕） ・前掲注（
42）一六七頁は、六〇年最判につき「個々の行為を行政過程から切り離して処分性を判断する分析
的考察方法」と論評する。
（
56）　
関連して下出・前掲注（
20）二三三頁以下参照。
（
57）　
関連して下出・前掲注
20）二三五頁脚注（一の二）や石川・前掲注（
23）四七七頁以下脚注（四）参照。なお収用法上の
「事業認定」が行政処分に当たることに関しては、後掲注（
85）参照。
（
58）　
もっとも四一年最判を念頭において、 「設立認可」と「計画決定」との類似性を認め、処分性を「否定」するという解釈もな
しうることについては、本文原田・石川両氏のほかにも、例えば判時解説・前掲注（
23）五九頁や法時解説・前掲注（
26）一三一
頁等も参照。
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（59）　
もっとも小林（克） ・前掲注（
23）一四八頁は、 「手続的に同じような段階にある行政庁の行為について実定法の関連規定を子
細に吟味した上で、各行為の処分性の有無を決しようとする態度により、結論的に処分性を肯定したという点では」 、六〇年最判と六一年最判とは共通する解釈態度をとっていると て、六一年最判 引きつけて六〇年最判を論評している。関連して研究会・前掲注（
43）二六頁（時岡泰発言）も参照。
（
60）　
関連して研究会・前掲注（
43）二六頁（塩野宏発言）は、 「現代型行政事件訴訟」という理念型をたてた上で、六〇年最判の
論理は現代型 言えるかどうか疑問があるという。また同三〇頁（小早川光郎発言）も、六〇年最判について、 「古典的な問題をわりあい古典的な言葉を使って処理してい 」 指摘する。
（
6１）　
島田・前掲注（
29）三四〇頁参照。
（
62）　
泉・前掲注（
3１）一〇頁参照。
（
63）　
判時解説・前掲注（
3１）九九頁、宮崎・前掲注（
29）八七四頁、研究会・前掲注（
43）二六頁（宍戸達徳発言）も参照。また
研究会・前掲注（
43）二六頁（時岡泰発言）は、六一年最判と似た考え方を採用している先例があるとして、最判昭和二四年一〇
月一八日（行月一七号七頁）が、法律上異議訴願手続が定められていること 理由に、農地買収計画の処分性を肯定したことを挙げる。小高四年
50）五九頁以下も参照。
（
64）　
加藤・前掲注（
43）二六頁。
（
65）　
阿部泰隆「判批」法セ三八四号（一九八六年）一三〇頁、同『改革論』 ・前掲注（
5１）一五三頁、同『行政法解釈学Ⅱ』 （有斐
閣、二〇〇九年） 【以下『解釈学Ⅱ』 】一一一頁。
（
66）　
例えば海老沢・前掲注（
43）二〇五頁は、明文の規定の有無によって四一年最判と六一年最判との結論の違いを導き出すとい
う接近方法が、権利救済の観点からみて問題があると批判する。また阿部「判批」 ・前掲注（
65）一三〇頁も、制定法がとくに処
分とする趣旨をうかがわせる規定を置いていないときにこそ、一般条項 る行訴法三条によって処分性 有無を判断す のが解釈学の役割であるはずと指摘する（関連して宮崎・前掲注（
29）八七八頁以下も参照） 。さらに宮崎・前掲注（
29）八七五頁も、実
定法に依拠して処分性 解釈するといっても、そもそも立法者が処分性を念頭に置いて立法をしているのか疑問である旨指摘す
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る。そして見上・前掲注（
52）三五六頁も、六〇年最判同様、六一年最判も処分性の有無を根拠規定の有無という形式的理由付け
をもって判断しており、実定法の状況からすると処分性の承認される場合が限定されかねないとの懸念を示している。関連して神橋一彦『行政救済法』 （信山社、二〇一二年）八〇頁以下も参照。
（
67）　
小高四年・前掲注（
50）六〇頁、海老沢・前掲注（
43）二〇五頁、島田・前掲注（
29）三三八頁、研究会・前掲注（
43）二九
頁（時岡泰発言） 、藤田宙靖『行政法Ⅰ総論（第四版
 改訂版） 』 （青林書院、二〇〇五年） 【以下藤田『総論』 】三七六頁脚注（七）
等も参照。なお国県営事業と市町村営事業との対比をめぐる議論に対しては、例えば島田・前掲注（
29）三三九頁以下が、国県営
の場合には明文の争訟規定があるところ、市町村営の場合にはそれがないということを重視すべきで、立法者が後者の場合に関しては処分性を認めていないと解釈しうる余地があること、また国又は県 施行主体となって自己決定する国県営事業と、知事の認可を要する市町村営事業とでは、事業手続や事業規模が異なるほか、不服申立て等の救済手続の規定の仕方も異なることを踏まえると、両者を同列に扱ってよ のか疑問の余地がある旨指摘する。さら 小高六一年・前掲注（
3１）一八九頁も、国県営事業に係
る計画決定につき が られるとしても、 の とから当然に市町村営事業に係る施行認可の処分性が認められることにはならないとして、救済手続の相違等を挙げ がら、この理由付けの妥 性 対して疑問を呈 （関連して小高四年・前掲注（
50）五九頁以下も参照） 。これに対して中本・前掲注（
29）七六頁も参照。
（
68）　
泉・前掲注（
3１）一〇頁、安本二審・前掲注（
36）一八六頁、安本最判・前掲注（
42）一二六頁、宇賀・前掲注（
5１）一七一
頁以下等参照。
（
69）　
宮崎・前掲注（
29）八七四頁参照。
（
70）　
匿名解説法時五八巻九号 一九八六年）一一四頁も参照。
（
7１）　
なお中本・前掲注（
29）七八頁は、一、 二審段階で、当事者も裁判所も、土改法八七条 項、七項及び一〇項の規定に関心を
示していなかったと指摘する。
（
72）　
なお六一年最判は、四一年最判との事案の相違を明確に指摘するわけであるが（関連して中本・前掲注（
29）七七頁以下や研
究会・前掲注（
43）二六頁（園部逸夫、時岡泰各発言）も参照） 、これに対して島田・前掲注（
29）三三九頁以下は、六一年最判
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が法の規定の仕方を考慮するのみならず、施行認可の公告の効果を踏まえた「実質的判断」を行っている点において、四一年最判とかなり抵触しており、同最判を実質的には変更していると指摘する（研究会・前掲注（
43）二九頁（高木光発言）も参照） 。ま
た西修一郎「判批（一審） 」昭和五八年行判解説（一九八五年）五一二頁は、四一年最判の計画決定が特定個人に向けられたものではない一般的抽象的処分であるのに対して、六一年最判の施行認可が特定の申請者（事業施行者である町）に対す 行政行為であるというように、別 視点から事案 相違 指摘し、施行認可の処分性を肯 する余地を示唆していた（ただし同氏はこの見解を採用したとしても特定個人の原告適格は否定されるという） 。関連して研究会・前掲注（
43）二七頁（高木光、小早川光郎各発
言）も参照。
（
73）　
中本・前掲注（
29）七八頁以下参照。
（
74）　
例えば大場『縦横上』 ・前掲注（
20）四〇八頁、同『収用』 ・前掲注（
28）五一頁以下、 『五〇講』 ・前掲注（
20）九七頁参照
（矢代利則） 、田中・前掲注（
33）二〇〇頁等参照。また一時利用地指定処分に関する詳しい解説として、大場『改良上』 ・前掲注
（
28）三四五頁以下も参照。さらに土改法でも整理法同様「換地処分」の制度があり、また処分性も肯定されることについては、
大場『改良下』 ・前掲注（
28）三二四頁以下や森田・前掲注（
28）二七七頁以下参照。
（
75）　
同様に泉・前掲注（
3１）九頁以下は、計画決定があっても、土地所有者等が同意しない限りは、施行者が工事を強行できない
とした上で、工事強行のためには一時利 地指定処分または使用収益停止処分をする必要があって 土地所有者等はその段階でそれら処分の取消しを求めうるはずという。また土地の形質変更等に係る損失補償も、許可申請を て不許可となった場合 取消しを求める途があるという。そしてこれらからすると、計画決定段階で取消訴訟の提起 認めなければ 裁判を受ける権利 奪われるとまではいえず、後の段階で訴えの提起を認めるこ にしても、立法政策と 許されないわけでは いという。も とも泉氏は、土改法八七条六項 七項及び一〇項が うした立法政策を採用してい いこ は明 かであると指摘する。関連して判時解説・前掲注（
3１）一〇〇頁や『実務的研究』 ・前掲注（
5１）二一頁以下並びに二七頁も参照。
（
76）　
関連して加藤・前掲注（
43）二六頁は、立法政策を重視した処分性判断に関して、理論的な観点からの問題提起をしている。
「個別行政作用法システムにおいて争訟制度をどう組み込むべきかという問題については、一般行政訴訟制度に関する法理論と厳
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密に平仄を合わせなくてはならないという要請は論理的には存在せず、そこには、一定の立法裁量の余地が存在しうる。 」としつつも、 「このことから逆に、個別作用法に規定された争訟制度を媒介に行訴法上の処分性を認めることの結果、そのことを処分性一般理論の中にどう位置付けるべきか、あるいは、そのことによって処分性一般理論が変容を被ることになる ではないかという、 の 的問題が残されることとなる。 」
（
77）　
関連して六一年最判における、争訟規定をめぐる議論と判決全体の読み方の問題に関しては、研究会・前掲注（
43）二七頁
（小早川光郎発言）も参照。
（
78）　
一時利用地指定処分につき処分性が肯定されることについては、例えば大場『改良上』 ・前掲注（
28）三五四頁以下並びに
四〇六頁以下参照（関連して森田・前掲注（
28）三三五頁以下も参照） 。経費（賦課金）の賦課処分につき処分性が肯定されるこ
とについては、例えば大場『改良下』 ・前掲注（
28）一八三頁参照。
（
79）　「連辞関係」とは「二つあるいは複数の単位の結合で、それらすべてが順に連なって現われる」関係のこと、それに対して
「連合関係」とは「言語に存在する、他の項との心理上の連合による」関係をいう。フェルディナン・ド・ソシュール（影浦峡ほか訳） 『ソシュール
 一般言語学講義』 （東京大学出版会、二〇〇七年）一六〇頁以下参照。関連して拙稿④・前掲注（
5）二八頁
以下脚注（五三）も参照。
（
80）　
本稿において、 「紛争の早期成熟」の《仕組み》として言及してい 事柄は、従来の学説の議論とあえて対応させて言うと、
『紛争の成熟性』に関する解釈論として一般的に言及されてきた事柄に部分的に重なる。これに対して、本稿で「紛争の形態変換」の《仕組み》として言及している事柄 従来の学説の議論では、解釈論としても一般的に意識されてこなかったよう 思われる。あえてこの事柄を、従来の学説の解釈論での枠組みで表現するならば、 『紛争の互換性』に関する解釈論とでも言え うか。
（
8１）　
もっとも小高四年・前掲注（
50）六〇頁は、六一年最判につき、法律の明文の規定の根拠によることなく、施行認可の性格論
に基づく推論によっ 、処分性 肯定していると理解する。
（
82）　
おそらく本稿 は別の観点からであるが 六一年最判につき「仕組み」という概念を用いて分析するものとして、研究会・前
掲注（
43）二八頁及び二九頁（いずれも塩野宏発言）参照。関連して、塩野氏の「仕組み解釈」の意義については、石川健治「原
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告適格論のなかに人権論の夢を見ることはできるか」法教三八三号（二〇一二年）八二頁以下も参照。
（
83）　
荏原・前掲注（
43）一〇二頁以下参照。
（
84）　
安本最判
42）一二七頁参照。
（
85）　
なお事業認定の処分性については、最高裁判例はなかったものの、肯定的に理解されてきたことについては、例えば小池・前
掲注（
42）二九五頁、金子・前掲注（
37）六二頁、荏原・前掲注（
43）一〇〇頁、安本二審・前掲注（
36）一八六頁、安本最判・
前掲注（
42）一二六頁、研究会・前掲注（
43）三三頁（時岡泰発言） 、福岡・前掲注（
34）四九八頁、小澤『上』 ・前掲注（
38）
二〇八頁以下等参照。
（
86）　
関連して見上・前掲注（
36）三四頁以下も参照。
（
87）　
福岡・前掲注（
34）四九六頁以下参照。
（
88）　
白井皓喜 徳永久明「判批」判自一一〇号（一九九三年）八頁も参照。
（
89）　
山下竜一・前掲注（
42）三三一頁も参照。
（
90）　
また福岡・前掲注（
34）四九八頁は、このことを裏返せば、四年最判は、収用法上の事業認定の処分性を認めた初めての最高
裁判決ということもできるという。仲江利政「判批」判自一一八号（一九九三年）八二頁や『実務的研究』 ・前掲注（
5１）二八頁
も参照。
（
9１）　
この点上告理由で、被告側より主張されている。①収用事業の場合は、公共の利益を確保するために権利を消滅させること
（＝収用すること）を終局目的とするものであるのに対して、二種事業の場合は、対償として与えられる建築施設部分等を取得させることを終局目的とするものであり、収用はその目的のために用いられる 手段にすぎない。したがって、収用事業における事業認定と二種事業における計画決定とでは、その後に控えている「収用」の位置づけがまったく異なる。また②収用事業の場合は、事業認定告示後一年以内に収用裁決の申請をしないと、事業認定の効力が失わ という期間制限規定がある（ 法二九条）のに対して、 ではその規定があえて適用除外 されている。これは、二種事業の場合、収用事業と異な がなされるまでに長期間を要する場合がありうるこ を踏まえた措置である。したがって、収用事業において、 認定 なされる
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と権利の消滅が差し迫っていると言えるとしても、二種事業における計画決定の場合にはそうとは言えない。
　　
以上に対して安本二審・前掲注（
36）一八六頁以下や安本最判・前掲注（
42）一二六頁以下は、①につき、施設建築物の一部が
与えられるとしても、それは現物補償の一形態に過ぎず、従来の権利とは異質のものであるから、収用であるとの位置づけには変わりないこと、また②につき、通常の収用事業でも長期間を要する場合があり、現にそのため 手続保留制度が設けられているが、これが根拠 なって事業認定の処分性が否定されるということはないとして反論の余地を指摘す 。そのほか荏原・前掲注（
43）一〇二頁以下や福岡・前掲注（
34）四九九頁も参照。
（
92）　
二種事業における用地取得に際して、収用手続は例外的であって、実際には任意買収により行われることについては、例えば
『逐条都開法』 ・前掲注（
33）五四五頁参照。
（
93）　
山下竜一・前掲注（
42）三三一頁は、四年最判が、実際に収用される段階ではなく、 「収用されるべき地位」に立たされる段
階で、法的地位への直接的影響 ある して処分性を肯定 た点に注目すべきとした上で 法的効果が及んでいるにもかかわ ず付随的効果として処分性を否定した四一年最判と比べると、四年最判は、 「争訟の成熟性」の判断を緩和し、従来 処分性概念を拡大したとみることができると指摘する。また安本最判・前掲注（
42）一二四頁も、四年最判の処分性解釈の特徴につき、救済の
必要性（訴訟事件としての成熟 ）を 係争行為自体の性格の問題として整理しているもの 理解する。 お藤原・前掲注（
37）
一一七頁も、二審判決を念頭に置くものではあ 、 「本件に関する限り 都市再開発法上の特殊な問題というよりもむしろ、収用手続における事業認定の処分性（ことに紛争成熟性）の問題に収斂 いくように思われる。 」と指摘する。山下淳・前掲注（
37）三九頁以下も参照。
（
94）　「収用裁決」につき処分性が肯定されることについては、
 例えば小澤道一『 〈改訂版〉逐条解説
 土地収用法
 下』 （ぎょうせい、
一九九五年）六三五頁等参照。
（
95）　
この点例えば大橋洋一『行政法Ⅱ』 （有斐閣、二〇 年）六六頁以下参照。また山下淳・前掲注（
37）三九頁も、二審判決
を念頭に置いてではあるが、 「事業計画と収用裁決との距離（確実性） 」の問題 論評している。
（
96）　
関連して藤田『回想録』 ・前掲注（
8）八六頁以下は、四年最判を挙げながら、最高裁が四一年最判を実質上大きく変更しな
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がらも、三九年最判の「基本的枠組み」――「個人の権利義務に直接の法的影響を及ぼすか否か」という基準――を超えなかったとして、次のように指摘する。 「最高裁は、計画決定行為が事実上個人の利益に重要な影響を持つことを十分に意識し、これに対する法的救済の道が必要であることをも感じながら、如何にして右の『直接 法的影響』 説明し得る に、苦心を続けて来たものということができる。 」また夙に芝池義一「行政計画」雄川一郎ほか編『現代行政法大系
 第二巻』 （有斐閣、一九八四年）
三五九頁以下は、行政計画の処分性を根拠づけるに当たって 「行政計画の事実上の機能または作用力」 考慮するとともに、 「将来における権利・利益に対する侵害」の「内容・程度およびそれが生ずる蓋然性 認識または評価、す わち救済の必要性」を考慮すべきことを指摘していた。
（
97）　
なお山下竜一・前掲注（
42）三三一頁は、不服申立手続の存在を根拠として処分性を肯定した六一年最判と四年最判とを比べ
ると、法律上の規定に手掛かりを求めた点では同じ が、四年最判からは 行政計画が国民の権利利益に与える影響をより具体的に検討して、処分性の有無を判断 いこうとする姿勢がうかがえるとする。
（
98）　
なお荏原・前掲注（
43）一〇三頁は、四年最判において「収用手続とのアナロジー」が重要な役割を果たしている点に注目す
る。
（
99）　
安本最判・前掲注（
42）一三〇頁以下参照。
（
100）　
荏原・前掲注（
43）一〇三頁や山下竜一・前掲注（
42）三三一頁も参照。
（
101）　
福岡・前掲注（
34）四九九頁以下参照。
（
102）　
関連して大貫裕之「 批」判評六一五号 二〇 〇年）一七三頁参照。
（
103）　
例えば常岡・前掲注（
42）一二三頁や高橋・前掲注（
１4）五七頁参照。また関連して岡村・前掲注（
42）一六二頁以下も参
照。なお『実務的研究』 ・前掲注（
5１）二六頁以下は、四年最判が“選択を迫られる地位”だけで法的効果を肯定したものかどう
かについては明らかでないとしつつも、この点の解釈いかんが「一種事業」の計画決定 処分性 定に当たって重要であると指摘する。と うのも、一種事業の計画決定は、二種事業の場合とは異なって、収用法上の事業認定の効力は有しないものの、二種事業の場合と同様に、宅地所有者等を て、公告後一定期間内に選択を迫られる地位に置くから ある。
東洋法学　第56巻第 2号（2013年 1 月）
75
　　
そのほか一種事業に対して本判決の射程が及ぶか否かに関しては、例えば常岡・前掲注（
42）一二三頁、小池・前掲注（
42）
二九八頁、山下竜一・前掲注（
42）三三一頁、安本最判・前掲注（
42）一三一頁以下、福岡・前掲注（
34）五〇六頁以下（注
一五） 、 『実務的研究』 ・前掲注（
5１）二六頁以下、阿部『解釈学Ⅱ』 ・前掲注（
65）一一〇頁以下、阿部『改革論』 ・前掲注（
5１）
一五五頁等参照。また、独立行政法人都市再生機構施行の一種事業計画に関する施行規程及び同事業計画に対する国土交通大臣の認可・公告の処分性を肯定した近時の裁判例として、東京地判平成二〇年一二月二五日（判時二〇三八号二八頁）もある。
　　
本判決では、計画が認可・公告されることによって宅地所有者に対し、建築行為や宅地処分に係る制限が課されることのほかに
も、権利変換に関する選択の強制がなされること（前掲注（
4１）参照）などをも指摘した上で、当該認可によって宅地所有者が一
種事業手続に従って権利変換処分 受けるべき地位に立たされるということを根拠に――その限りでは四年最判・二〇年最判の解釈論が一部融合されつつ踏襲されて―― 法的効果が認められている。評釈として、小林博志「判批」判評六一一号（二〇一〇年）一七二頁以下や興津征雄「判批」自研八六巻六号（二〇一〇年）一四五頁以下参照。
（
104）　
この点は二審判決のほうがより明確に議論している。すなわち二審判決は、 《計画決定の効果》と《事件としての成熟性》の
二つの論点それぞれを裏付ける根拠として、 「収用 され 」と「選択を迫られる地位」とを並列的に取 上げて論じている。関連して安本最判・前掲注（
42）一三〇頁も参照。
（
105）　
前掲注（
9１）参照。
（
106）　
藤田『回想録』 ・前掲注（
8）八六頁参照。もっとも安本最判・前掲注（
42）一二七頁は、四年最判が処分性の判断基準とし
て、
｢ 法的地位に直接的な影響
｣
という文言を挙げていることの含意として、四年最判が六〇年最判・六一年最判にひきつづき、
三九年最判の処分性公式が示していた「直接国民の権利義務を形成しまたはその範囲を確定」 いうメルクマールを「やや手直し」したといってよいのではないかと指摘する。
（
107）　
例えば室井力ほか編著 行政事件訴訟法・国家賠償法［第二版］ 』 （日本評論社、二〇〇六年）四五頁【岡村周一】や藤田『総
論』 ・前掲注（
67）三七六頁脚注（七）等参照。
（
108）　
なお研究会・前掲注（
43）三一頁（時岡泰発言）は、 「処分性を肯定し得る計画類型」として、 「土地収用法上の事業認定及び
処分性拡大判例の系譜〔髙木　英行〕
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事業計画の許可等をもって土地収用法上の事業認定に代えるものとされる場合の計画類型」と、 「計画決定がされることによりその遂行によって利害関係人にどのような権利変動が生じるかが相当 具体性をもって確定する場合における計画類型」を挙げている。この分類は、筆者の観点からすれば、行政計画の処分性肯定をめぐって、前者が「連合的解釈 を念頭に置き、後者が「連辞的解釈」を念頭 置いたも と評価しうる。
（
109）　
関連して研究会・前掲注（
43）三五頁（塩野宏発言）は、事業認定の処分性をめぐる議論の文脈のなかで、裁判所が事業認定
の成熟性を判断すると言っても、個別具体的な事件ごとに判断するのではないとして、次のように指摘する。すなわちこの場合に問題なのは、 「ある程度成熟性と っても、純粋の個性的な成熟性というよりは、一つのシステムとして 成熟性という問題だろうと思う です。 」
（
110）　
拙稿③・前掲注（
5）参照。
（
111）　
例えば大橋
95）六七頁以下は、 「近い将来確実に『収用される地位』に立たされることをもって処分性が肯定でき
るのであれば、近い将来確実に『換地される地位』に立たされる場合についても処分性を肯定することは可能である。 」などとして、四年最判と二〇年最判 論理内在的な連続性を指摘し いる。もっともこの点 ついては、ほか も、例えば二〇年最判の泉德治裁判官補足意見、増田稔「判批」最判解説民平成二〇年度四六三頁脚注（七） 、大貫・前掲注（
102）一七三頁、橋本博之「判
批」環境百選［第二版］ （二〇一一年）二一七頁等も参照。
（
112）　
関連して例えば大貫・前掲注（
102）一七四頁も参照。なお二〇年最判は、確かに四一年最判そのものは判例変更したが、処分
性公式を示した三九年最判までは覆してはい いことに留意が必要である（例えば増田・前掲注（
111）四五五頁、同「行政計画と
行政処分性」藤山雅行ほか編『新・裁判実務大系二五巻：行政争訟〔改訂版〕 』 （青林書院、二〇一二年）一五二頁、塩野宏『行政法Ⅱ［第五版］ 』 （有斐閣 二〇一〇年） 【以下塩野『救済法』 】一一八頁以下等参照） 。いわば《三九 最判 枠内 四一年最判を覆したのが二〇年最判》といえようか。関連して藤 『回想録』 ・前掲注（
8）八七頁も参照。
（
113）　
なお保育所廃止条例事件でも、 「実効的な行政対応」という評価判断を前面に押し出した解釈論が採られていた。この点につ
いては拙稿⑦・前掲注（
5）一五頁以下を参照。
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（114）　
もっとも前掲注（
103）に挙げた平成二〇年東京地判では、 「実効的な権利救済」論は用いられず、 「法的効果」論のみによって
処分性が肯定されている。この点の含意については、小林（博） ・前掲注（
103）一七六頁以下参照。
（
115）　
前掲注（
5）に挙げた拙稿④、⑤、⑦を参照。
（
116）　
前掲注（
5）に挙げた拙稿①、② ③を参照。関連して拙稿⑥も参照。
（
117）　
橋本・前掲注（
7）一七頁は、処分性判例に関して、 「抗告訴訟として争うのが適切・合目的か否かという訴訟類型配分論」
と、 「行政過程のどの段階で争いの成熟性が認められるかというタイミング論」という二つの分類軸を設定した上で分析をおこなっている。同六四頁以下も参照。また同「平成一六年行政事件訴訟法改正後の課題」自研八六巻九号（二〇一〇年）九頁以下も参照。
（
118）　
土地利用計画後に一連の事業が続くか否かによって「完結型」か「非完結型」かに分ける分類軸である。この分類軸に関して
は、例えば大橋・前掲注（
95）六五頁以下等参照（ただし大橋氏はこれら二類型につき、もっぱら「ゾーニング型」と「プロジェ
クト型」という名称に言 換えて説明を進めている） 。本稿で検討してきた三最判は ずれも「非完結型」計画の事案に属する。「完結型」計画の処分性が争われた判例として、例えば用途地域指定に係る最判昭和五七年四月二二日（民集三六巻四号七〇五頁）がある。本判決は、用途地域指定につい 、土地所有者等に対し法令類似の 般的抽象的な権利制限をもたらすにすぎず、また指定段階ではいまだ紛争の成熟性もないとして、処分性を否定したものである。なお二〇年最判の射程が「完結型」計画の事案には及ばないとの理解に関しては、例えば二〇年最判に付されている藤田宙靖裁判官補足意見のほか、増田・前掲注（
111）四五六頁以
下参照。ただしこの理解に対しては、塩野『救済法』一〇九 に批判的な指摘がある。さ に二〇年最判を踏まえつつ、用途地域指定をめぐる争訟 あり方を検討するものとして、例えば春日修「土地利用規制と司法救済」愛大一八二号（二〇〇九年）一頁以下も参照。
（
119）　
この点例えば、藤田『回想録』 ・前掲注（
8）八七頁以下や阿部『解釈学Ⅱ』 ・前掲注（
65）一〇九頁以下等を参照。
（
120）　
これまでの筆者の分類軸からみると、本判決は「輸入禁制品該当通知」と「輸入不許可処分」との間での《連合的解釈》をお
こない、 （紛争の形態変換を認めて）同通知の処分性を肯定したもの い ようか。また、本 決につき 行政実務を参照して制
処分性拡大判例の系譜〔髙木　英行〕
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度全体の仕組み解釈でもって、輸入ができなくなるという『事実上の効果』を法的効果ととらえ」たもの――川内劦「判批」行政百選Ⅱ［第五版］三四一頁（二〇〇六年）――との指摘（阿部 改革論』 ・前掲注（
5１）七三頁も参照）を踏まえると、本判決で
は認識枠組みとして、 「手続をめぐる法令上の仕組み」よりは、 「行政過程の手続構造」が問題 なっていた ではないかとの推測もはたらく。いずれにせよ、本判決に関する詳しい検討については他日を期したい。
（
121）　
比較的最近の文献をいくつか挙げると、例えば西谷剛「都市計画争訟について」新都市六〇巻九号（二〇〇六年）七七頁以
下、久保茂樹「都市計画と行政訴訟」芝池義一ほか編著『まちづくり・環境行政の法的課題』 （日本評論社、二〇〇七年）八四頁以下、大橋洋一『都市空間制御の法理論』 （有斐閣、 八 五七頁以下、同「都市計画の法的性格」自研八六巻八号（二〇一〇年）三頁以下、池村正道「行政計画について」日法七五巻三号（二〇一〇年）四七三頁以下、都市計画・まちづくり判例研究会編著『都市計画・まちづくり紛争事例解説』 （ぎょうせい、二〇一〇年）等がある。
（
122）　
行政行為の「主観的構成」と「客観的構成」の区別論を含め 拙稿⑦・前掲注（
5）二二頁以下参照。
―たかぎ
　
ひでゆき・法学部准教授―
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